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1. はじめに 

「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」（座長：三友仁志 早稲田大

学大学院アジア太平洋研究科教授）から令和 4 年 8 月 5 日に公表された「デジタル時代に

おける放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ」において、ブロードバンドの普

及やインターネット動画配信サービスの伸長と視聴デバイスの多様化、これらに伴う視聴

スタイルの変化と「テレビ離れ」などを背景に、取材や編集に裏打ちされた信頼性の高い

情報発信、「知る自由」の保障、「社会の基本情報」の共有や多様な価値観に対する相互理

解の促進といった放送コンテンツの価値を、インターネット空間にも浸透させていくため

の方策の一つとして、日本放送協会（以下「NHK」という。）のインターネット配信の在り

方について引き続き検討することとされ、令和 4 年 9 月に、そのための検討組織として、

同検討会の下に「公共放送ワーキンググループ」が設けられた。 

放送は、有限希少な電波を用いて不特定多数に同時に同じ情報を提供する手段として大

きな社会的影響力を有しており、放送事業者は、放送法（昭和 25 年法律第 132 号）の規定

に基づいて、災害情報など公共性の高い情報をあまねく伝えるとともに報道は事実を曲げ

ないですること等の番組準則1に則って、いわば「質の担保された情報」を提供する責務を

有している。その上で、放送法は、受信料を財源とする公共放送である NHK と主に広告

料収入を財源とするローカル局を含めた民間放送の二元体制を基本としており、相互に切

磋琢磨することにより放送界全体の発展が図られることを期待している。現在は、放送だ

けでなくインターネットへと情報空間が広がり、多様な主体によって多種多様な情報が流

通する状況になっているデジタル時代だからこそ、互いに切磋琢磨する中で創意工夫を凝

らして質の高い放送番組を制作・発信し、生活や経済活動に欠かせない国民の情報基盤と

しての使命を果たしてきた放送の役割の重要性はますます高まっている。 

また、コンテンツ産業は、我が国を牽引する重要な産業分野の一つであり、日本のソフ

トパワーとして大きな役割を果たすことが望まれている中、放送には、海外から高く評価

される優れた放送番組を制作することが大いに期待されることを踏まえれば、我が国の放

送制度の基軸である二元体制を確保し、我が国の放送コンテンツの制作力・発信力を維持・

強化することにより、我が国のコンテンツ産業の発展に寄与していくことが必要である。 

本取りまとめは、このような問題意識の下、二元体制の一翼を担う公共放送である NHK
が、このデジタル時代にどのような役割を果たすべきか、そして、これに対応した NHK の

                                                       
1 公共の福祉の観点からの放送番組の編集に関するルールとして、放送法第 4 条第 1 項に規定されている。放送事業者

は、国内放送等の放送番組の編集に当たっては、①公安及び善良な風俗を害しないこと、②政治的に公平であること、

③報道は事実をまげないですること、④意見が対立している問題については、できるだけ多くの角度から論点を明らか

にすること、が求められている。 
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インターネット活用業務2の在り方（放送制度の中でどのように位置付けていくべきか、規

制はどのように課されるべきか）、また、デジタル時代の NHK の事業運営を支える財源は

どのような形であるべきか、といった点について、本ワーキンググループとして計 13 回の

会合を開催し、オブザーバである NHK、（一社）日本民間放送連盟に加え、（一社）日本新

聞協会メディア開発委員会の参加も得ながら検討を行い、その結果を取りまとめたもので

ある。  

                                                       
2 放送法第 20 条第 2 項第 2 号及び第 3 号に規定する業務（任意業務）として行う業務。放送番組等を電気通信回線を通

じて一般の利用に供する業務、放送番組を電気通信回線を通じて一般の利用に供する事業を行う者に放送番組等を提

供する業務であり、現在 NHK は、NHK プラスや NHK オンデマンド等のサービスを実施している。 
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2. NHK の役割 

(1) 放送全体の発展への貢献 

放送法は、公共放送である NHK について、放送及びその受信の進歩発達に必要な業

務を行うことを目的とすることを定め、放送及びその受信の進歩発達に必要な調査研究

を行うことを必須業務3とするなど、従来から放送全体の発展に貢献することを期待して

いる。近年のインターネットの普及により、情報空間がインターネットへと広がりを見

せる中、我が国のコンテンツ産業は、Netflix や Amazon Prime Video などの海外事業者

をはじめとする動画配信プラットフォーム事業者との激しい競争に直面している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図－1 日本のコンテンツ市場の内訳（2021 年）】 

我が国のコンテンツ産業の中でも、放送コンテンツは 3 割近くを占めており、依然と

して重要な地位にあることを踏まえ、本ワーキンググループにおいて、NHK の将来を検

討するに当たっては、単に放送業界のみならず、コンテンツ産業の今後についても視野

に入れて検討してきたところである。そうした観点から、NHK が、民間放送との二元体

制の下で、従来から時代や技術の変化に適切に対応しながら放送全体の発展に貢献して

きたことの延長線上にあるものとして、NHK は、放送コンテンツのプラットフォームと

して放送番組の流通を支え、二元体制を基本とする我が国の放送全体の発展に貢献して

いく役割を担うべきと考えられる。 

NHK には、こうした役割の下で、民間放送事業者等と協調・協力した取組を具体的に

進めていくことが期待される。その際、インターネットへと情報空間が広がった中で、放

送業界全体が動画配信プラットフォーム事業者等との視聴者獲得競争のフェーズに入っ

                                                       
3 放送法第 20 条第 1 項に規定されている、NHK が「行う」業務。 
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ていることを直視し、その中で放送コンテンツが埋没しないような仕組みをどのように

作り上げていくかという視点を持つべきである。もっとも、NHK には、放送コンテンツ

のプラットフォームとして、放送番組の流通のみならず、報道や教育といった一般的に

採算性が低いと考えられるが公共性の高いコンテンツの制作を支えていくことも期待さ

れる。 

我が国のコンテンツ産業の発展を視野に入れつつ、デジタル時代における我が国の放

送コンテンツの制作と、国内外への流通を促進するための具体的方策については、「放送

コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」（主査：山本龍彦 慶應義

塾大学大学院法務研究科教授）（以下、「コンテンツ WG」という。）において議論され、

取りまとめられており、そこで示された内容を踏まえ、総務省、NHK、民間放送事業者

など関係者が連携・協力して取り組んでいくことが重要である。 

また、放送全体の発展に貢献するプラットフォームとしてのNHKの役割については、

別途、「放送業界に係るプラットフォームの在り方に関するタスクフォース」（主査：内

山隆 青山学院大学総合文化政策学部教授）（以下、「プラットフォーム TF」という。）

において取りまとめられた内容に沿って、その役割を果たすことが期待される。 

また、NHK が放送全体の発展に貢献していく役割の一つとして、放送ネットワークイ

ンフラ維持への貢献もある。この点については、放送法第 20 条第 6 項において、民間放

送事業者の放送ネットワークインフラ整備に対する NHK の協力努力義務が規定されて

いるが、さらに NHK の業務として位置付けることの必要性について指摘があったこと

も踏まえ、今後の法制化の過程で検討すべきである。 

さらに、民間放送事業者のみならず、新聞社・通信社等との適切な協調・競争関係を構

築することも、民主主義にとって重要な価値であるジャーナリズムを実践するメディア

の多元性4を確保する観点から重要である。この点に関しては、NHK 自らが、本ワーキ

ンググループにおいて、新聞、民間放送、NHK という伝統メディアに対する国民の信頼

という構図が維持・強化されることは、NHK がインターネット業務を展開することの前

提であるとの考えを表明している。 

(2) インターネットを通じた放送番組の配信 

1.でも述べたとおり、ブロードバンドの普及やインターネット動画配信サービスの伸

長、視聴デバイスの多様化に伴い、視聴者のコンテンツ視聴スタイルも変化しており、い

わゆる若者の「テレビ離れ」に象徴されるように、視聴者の行動は、テレビ放送を通じた

                                                       
4 本ワーキンググループにおいて、「メディアの多元性」は、公共放送と民間放送との併存による二元体制に加え、国民

の知る権利を充足するためのメディアとして位置付けられる新聞社・通信社等とも共存・競争する状態を指す言葉とし

て用いている。なお、2022 年の G7 エルマウ・サミットで採択された「強じんな民主主義声明」においても、開かれ

た多元的議論を守る民主主義国として、「オンライン及びオフラインでの表現及び意見の自由を保護し、…メディアが

自由で独立した状況であることを確保する」との決意が示されている。 
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視聴から、インターネットを通じた視聴へと確実にシフトしている。 

例えば、総務省情報通信政策研究所の調査によると、平日における主なメディアの平

均利用時間について、令和 2 年度に初めてインターネットがテレビを上回り、令和 3 年

度、令和 4 年度には、その差は更に拡大している。また、休日における主なメディアの

平均利用時間については、令和 4 年度になって初めてインターネットがテレビを上回る

結果となり、テレビ離れが加速していると考えられる。 

 

 
（出典）総務省情報通信政策研究所「令和 4 年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書」 

【図－2 ［平日］主なメディアの平均利用時間（全年代）】 

 

 
（出典）総務省情報通信政策研究所「令和 4 年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書」 

【図－3 ［休日］主なメディアの平均利用時間（全年代）】 

このように、視聴者の多くが、インターネットを主な情報入手手段として利用しつつ

あることを踏まえると、インターネットを通じて放送番組を視聴者に提供する業務を、
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その実施の有無が NHK の判断に完全に委ねられている「任意業務5」ではなく、その継

続的・安定的な実施6が義務付けられる「必須業務」として位置付けることにより、イン

ターネットを通じた場合であっても、視聴者が継続的・安定的に放送番組を視聴できる

制度に変更していくべきである。 

現在の放送法は、公共放送と民間放送という二つの異なる性格の事業体が併存し、相

互に補完しつつ、切磋琢磨することにより、多様な放送が形成されていく二元体制を前

提として制度を構築している。こうした制度の下では、公共放送と民間放送が、同法が求

める相互の「併存」を前提として、いずれも編集の自律を保障された言論報道機関とし

て、各々に求められる役割を果たすために必要な事業形態と事業規模を維持しつつ、公

正な競争の下、より高品質で多様な放送番組の制作・流通に取り組んでいくことが期待

されていると考えられる。すなわち、現在の放送制度は、二元体制の一翼を担う NHK が

極端に縮小して社会に与える影響が限定的になることを想定しておらず、他方、NHK が

肥大化することで民間放送事業者の存続が危うくなることも想定していないと解するこ

とができる。 

こうした二元体制の下、NHK や民間放送事業者の活動が活性化され、更に新聞社・通

信社等の他のメディアとも相互に共存・競争することによって、多元的なメディアが形

成され、インターネットへと広がる情報空間全体のインフォメーション・ヘルス（情報的

健康）7が確保されていくものと考えられる。 

以上のような、現行の放送制度の趣旨に鑑みれば、NHK について、インターネットと

いう新たな伝送路を通じた放送番組の提供を必須業務化するに当たっては、こうした二

元体制を含むメディアの多元性の維持という観点から、具体的な制度を検討することが

必要である。 

もっとも、NHK がインターネット上で活動することにより情報空間の弊害を直接是正

する可能性は限定的である可能性には留意する必要がある。一方で、今後増加が見込ま

れるテレビを持たない者に対しても、NHK がインターネットを通じて、国民全体が共有

すべき基本的情報を提供することは、日本社会の多様な構成員の知る権利をデジタル時

代に的確に対応した形で充足し、民間放送との二元体制の下、NHK が公共放送として、

                                                       
5 放送法第 20 条第 2 項に規定されている、NHK が「行うことができる」業務。 
6 放送法第 86 条において、NHK は、総務大臣の認可を受けなければ、その基幹放送局若しくはその放送の業務を廃止

し、又はその放送を 12 時間以上（協会国際衛星放送にあっては、24 時間以上）休止することができない旨規定されて

いる。 
7 多様な情報にバランスよく触れることで、フェイクニュース等に対して一定の「免疫」（批判的能力）を獲得している

状態。なお、「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ」（令和 4 年 8 月 5 日公表）p.18
参照。 
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社会の構成員の相互理解・対話を促進し、安定的・持続的に公衆を形成する8役割を果た

すことを可能とすると考えられる。 

以上をまとめると、視聴者のコンテンツ視聴スタイルが急速に変化する中、NHK は、

放送の二元体制の枠組みの下で、メディアの多元性にも配慮しつつ、放送という手段に

加え、インターネットを通じて放送番組を視聴者に提供する役割を主体的に担っていく

べきと考えられる。 

なお、NHK と民間放送との並存と競争を旨とする二元体制の趣旨を踏まえ、公正競争

に関して NHK が配慮すべき旨の義務を法定することについて、本ワーキンググループ

において要望・指摘があったことも勘案して、今後の法制化の過程において検討すべき

である。  

                                                       
8 「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ」（令和 4 年 8 月 5 日公表）p.17 において、

「放送は、NHK と民間放送事業者がこの二元体制の下で様々な情報発信を行うことを通じ、国民の『知る自由』 を保

障し、災害情報や地域情報等の『社会の基本情報』の共有や多様な価値観に対する相互理解の促進といった社会基盤と

しての役割を果たしてきたと言うことができる。また、その『公共性』に着目すれば、放送は公衆の包摂・形成であり、

社会の構成員の相互理解・対話を促進し、安定的・持続的に『公衆』を形成するという社会インフラとしての役割を果

たしてきたと言うこともできる。」とされている。 
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3. NHK のインターネット活用業務の在り方 

(1) 必須業務化の是非と範囲 

テレビなどの受信設備では NHK の放送番組を視聴することができるが、インターネ

ット活用業務が任意業務である現状においては、たとえ費用を支払う意思があっても、

テレビなどの受信設備を持たない限り、NHK の放送番組を継続的・安定的に視聴するこ

とはできない。 

インターネット活用業務を必須業務化するということは、こうした現状を変更するこ

とを意味する。具体的には、テレビなどの受信設備を持たないがインターネットを利用

できる環境にある者から、インターネットを通じて NHK の放送番組を視聴したいとの

求めがあれば、NHK には放送番組を提供する義務が生じる。これは任意業務とは異なり、

法律によって提供の義務が課されるものであり、放送法第 86 条により総務大臣の認可を

得ない限り放送の業務の廃止等はできない仕組みとされていること、また、テレビ放送

及びラジオ放送の全国普及を義務付けている放送法第 20条第 5項9の趣旨を踏まえれば、

全国のどこであっても、インターネットを利用できる環境にある者からの求めに応じて

放送番組の同時・見逃し配信を継続的・安定的に行うことを義務付けられることを意味

する。 

また、必須業務である放送については、NHK の放送を受信することのできるテレビな

どの受信設備を設置した者は、放送法第 64 条第 1 項において、NHK と受信契約を締結

しなければならないと規定されており、この受信契約に基づく受信料は NHK の事業運

営の財源となる。この受信料制度については、最高裁判決10において、「現実に原告（NHK）

の放送を受信するか否かを問わず、受信設備を設置することにより原告の放送を受信す

ることのできる環境にある者に広く公平に負担を求めることによって、原告が上記の者

ら全体により支えられる事業体であるべきことを示すもの」と判示されている。 

すなわち、受信料制度は、NHK の放送番組を受信することのできる環境にある者から

は広く公平に負担を求める趣旨であると解されることから、インターネット活用業務を

NHK の必須業務化する場合、テレビなどの受信設備は持たないがインターネットを通じ

て NHK の放送番組を視聴する者についても、NHK の放送番組を受信することのできる

環境にある者に該当する限りにおいて、相応の負担を求めることが適当であるとの考え

が導かれる。 

以上をまとめると、テレビなどの受信設備を持たずにインターネットを通じて視聴す

る者に対しても、NHK の放送番組を受信することのできる環境にある者に該当するとし

                                                       
9 NHK に対し、ラジオ放送及びテレビジョン放送の全国普及を義務付けている。 
10 最大判平成 29 年 12 月 6 日民集 71 巻 10 号 1817 頁（平成 23 年 11 月 16 日に、NHK が、受信契約を締結していな

い者に対し、受信契約の締結と受信料の支払を求め提訴した事案）。 
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て相応の費用負担を求め、継続的・安定的に放送番組の同時・見逃し配信を全国において

提供することが必須業務化の意味であると考えることができる。 

そして、本ワーキンググループにおいては、2.で述べたように、インターネットへと広

がる情報空間の中で、NHK には、日本の放送全体の発展により一層貢献するとともに、

視聴者の視聴スタイルの急速な変化に対応して、少なくとも地上波テレビ放送の放送番

組について、インターネットにより視聴者に同時・見逃し配信を行う役割が求められて

おり、それに応じた重い責任をNHKに対し課すことについては認識の一致を見ており、

こうした業務は必須業務とすべきものと考えられる。 

他方、衛星放送、国際放送、地上波ラジオ放送に関しては、NHK が果たすべき役割に

鑑み、これらの同時・見逃し（聞き逃し）配信を必須業務化すべきかどうかについて、こ

れまでの議論において、現時点では結論を導くに至る程度にまで議論が尽くされた状況

とは必ずしも言えないため、今後、本ワーキンググループにおいて速やかに検討し、年内

を目途に結論を得ることとする。 

なお、公共放送として、あるいは報道機関の一つとして、災害時の緊急情報や重大事件

など国民の生命・安全に関わる伝達の緊急度の高く、国民全体に広く確実に提供すべき

重要な情報については、費用を負担する者以外への提供が例外的に必要な場合があるこ

とに配慮すべきである。 

また、放送番組以外のコンテンツの伝送の範囲については下記の(2)、(3)、NHK の放

送番組を受信することのできる環境にある者に該当するとして費用を負担すべき者の範

囲は下記の 4.でそれぞれ検討する。 

(2) 必須業務として配信すべき情報の範囲 

① 放送番組と同一のもの（映像及び音声） 

これまで述べたとおり、テレビなどの受信設備を設置すれば視聴することができる

NHK の放送番組について、放送、インターネットといった伝送手段を問わず、視聴者

に対し NHK の放送番組を継続的・安定的に提供することが必須業務化の意味すると

ころであることから、必須業務化する場合には、放送番組そのもの（映像及び音声）の

提供は当然にその業務範囲に含まれると考えるべきである。 

② 放送番組以外のコンテンツ（テキスト情報等） 

放送番組（映像及び音声）以外のコンテンツとしては、現在、放送法第 20 条第 2 項
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第 2 号11に基づき、NHK NEWS WEB や NHK ニュース・防災アプリ等において、主

にテキスト情報等（テキスト情報のほか、映像・画像情報を含む。以下同じ。）が「理

解増進情報」として提供されている。 

現行制度における理解増進情報は、放送法第 20 条第 2 項第 2 号の規定を受けて、

NHK が同条第 10 項の規定に基づき定める「インターネット活用業務実施基準12」に

おいて、「放送したまたは放送する放送番組の編集上必要な資料その他の協会が放送し

たまたは放送する放送番組に対する理解の増進に資する情報（放送番組または当該情

報を編集したものを含む。）」と定義されている。その上で、基本原則として、「法の趣

旨を踏まえ、特定の放送番組に関連付けられた補助的な情報の範囲のものとし、次の各

号のいずれかに該当するものに限る。」と規定され、放送番組を周知・広報するもの、

放送番組等を再編集したもの、放送番組の内容を解説・補足するもの等が限定列挙され

ている。 

本ワーキンググループでの議論においては、この理解増進情報について、実際には、

特定の放送番組に関連付けられた補助的な情報の範囲のものとは考えづらいものも含

め、NHK のインターネット活用業務として、NHK と放送受信契約を締結した者以外

の者にも無償で提供されているところ、これは、なし崩し的拡大であり、収支を勘案し

てインターネット事業に取り組む民間放送事業者その他の民間報道機関の経営に悪影

響を及ぼしているのではないかとの指摘があった。 

このような NHK による理解増進情報の提供によって、民間放送事業者その他の民

間報道機関の経営が、実際にどの程度の悪影響を受けているのかについては、エビデン

スベースで検証していくことが必要である。しかし、いずれの場合であっても、必須業

務化する場合の NHK のインターネット活用業務の範囲を画定するに当たっては、受

信料を財源とすることがいわゆる「国家補助（state aid）13」に該当し得るという意見

もあること、特に有力な公的事業体が国家補助を受けた場合、その経済活動は競争を歪

めるおそれがあることについての指摘を踏まえる必要があると考えられる14。 

この点、NHK からは、本ワーキンググループに対して、インターネット活用業務を

必須業務化する場合の業務範囲については、「放送番組の同時・見逃し配信」と「報道

                                                       
11 NHK は、自らが放送した又は放送する放送番組及びその編集上必要な資料その他の協会が放送した又は放送する放

送番組に対する理解の増進に資する情報を電気通信回線を通じて一般の利用に供することができる旨規定されている。 
12 https://www.nhk.or.jp/net-info/data/document/standards/221221-01-jissi-kijyun.pdf 
13 「国家補助」（state aid）は、EU の競争政策上の概念であり、欧州連合運営条約第 107 条において原則として禁止さ

れる国家補助について、「加盟国によって又は国家資源を通じて与えられる補助であって、いかなる形態によるかを問

わず、特定の行為や商品生産を優遇することで競争を歪める又は歪めるおそれのあるもの」（any aid granted by a 
Member State or through State resources in any form whatsoever which distorts or threatens to distort competition 
by favouring certain undertakings or the production of certain goods）と規定されている。 

14 本ワーキンググループ（第 6 回）において、京都大学大学院法学研究科の川濵昇教授から、NHK について、従来の

放送業務を超えた業務拡大を行う場合には、受信料を財源とすることは、講学上の「国家補助」に当たり、特に有力な

公的企業が「国家補助」を受けた場合の経済活動は競争を歪めるおそれがあるため、それが何らかの公共目的に照らし

て必要なものであるか、目的に照らしてその歪曲効果が是認できるものであるかのチェックが必要である、との指摘が

あった。 
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サイト（放送と同一の情報内容の多元提供）」が基本であり、これ以外は「放送と同様

の効用が異なる態様で実現されるもの」について限定的に提供することを想定してい

ること、そして、テキスト情報については、放送と同一の情報内容についてインターネ

ットの特性に合わせたものを提供することが基本であり、現在の放送番組に対する理

解増進情報は必然的に再整理され、付加的な情報によって放送への誘引効果を高める

ようなサービスについては今の形のまま残ることはない、との考えが示された。NHK
においては、本ワーキンググループにおいて「放送と同一の情報内容」や「放送と同様

の効用」について平易な説明を求める指摘があったことを踏まえ、より分かりやすい説

明に努めるべきである。 

このように、本ワーキンググループにおいて行われた、現在の理解増進情報に関する

様々な問題点の指摘や、受信料がいわゆる国家補助に当たるため NHK のインターネ

ット活用業務の拡大は競争を歪め、放送の二元体制を含むメディアの多元性を損なう

おそれがあるという指摘を踏まえ、NHK のインターネット活用業務を必須業務化する

場合、その範囲は、放送番組の同時・見逃し配信のみとし、テキスト情報等は一切提供

しないという選択肢も考えられる。 

しかし、NHK の設置趣旨に鑑み、国民の知る権利への奉仕という公的な側面を勘案

すれば、民間放送事業者や新聞社・通信社等のほか、NHK を含めた様々な主体から、

視聴者が多元的に情報を受け取ることができる環境を整えることが望ましい。 

もっとも、NHK によるテキスト情報等の配信を認めるとしても、先に示した様々な

指摘も踏まえれば、放送の二元体制を含むメディアの多元性が損なわれることがない

よう、その範囲を限定して画定されるべきである。また、インターネット活用業務を必

須業務化する場合は、それに伴って、現在の理解増進情報の制度は廃止され、必須業務

として提供されるテキスト情報等として再整理されるべきである。 

これらの点を制度化する場合、インターネットを通じて提供すべき情報の範囲をあ

らかじめ法律において限定列挙し、費用負担者にどこまで提供すべきか等の提供条件

についても法律で画定することも選択肢となり得るが、これは、言論報道機関としての

性格を有する NHK に対する過度の制約となり、適当ではないと考えられる。 

そのため、制度化に当たっては、NHK が必須業務として提供するテキスト情報等は

放送と同一の情報内容を基本とする考え方を示していること、また、議論の過程で、

NHK は視聴者に対し、まずはテキストでなく放送番組として情報を伝達するよう努め

るべきとの指摘があったことも踏まえ、放送番組と同一の内容を基本としつつ、例え

ば、放送番組そのもの（映像及び音声）ではない情報については、ⅰ）災害時の緊急情

報や重大事件など国民の生命・安全に関わる伝達の緊急度の高い重要な情報、ⅱ）番組

表など放送番組に密接に関連する情報又は放送番組を補完する情報等に限定すること

とし、その旨を放送法に定性的に規定することで、テキスト情報等の外延を画定する方
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向で検討すべきである。 

その上で、費用負担者にどこまで提供すべきかといった点も含め、配信するテキスト

情報等の具体的な範囲や提供条件については、次に述べる担保措置（競争評価）のプロ

セスを経て定める制度とすべきである。その際、上記ⅰ）のような情報については、費

用を負担する者以外も含めた国民全体に広く確実に提供されることが例外的に必要な

場合があることに配慮すべきである。 

③ 配信すべき情報に関する規律 

インターネット活用業務を必須業務化する場合の業務範囲は、これまで述べたとお

り、放送番組と同一の内容が基本となる。 

放送番組と同一のものについては、放送法第 4 条の番組準則等の放送法上の規律15に

則って制作・配信されることが前提となるため、情報の質が担保されると考えられる。

それ以外のコンテンツについては、番組準則のような法律上の規制は課さず、NHK に

おける自主的な判断に委ねるべきであり、放送法の規律の下で放送番組について実現

されているのと同様に、自らの公共的性格及び使命に適したものとなるよう、NHK の

自主自律による対応が求められる16 17。 

 (3) 放送の二元体制を含むメディアの多元性を維持するための担保措置 

① 配信すべき情報の範囲及び提供条件に関する判断の主体とそのプロセス 

放送法は、公共放送と民間放送という二つの異なる性格の事業体が、相互に補完しつ

つ、公正な競争環境の中で切磋琢磨し、多様な放送を形成していくという二元体制を基

本としている。放送だけでなくインターネットへと情報空間が広がる中にあっても、放

送の二元体制を含むメディアの多元性が損なわれてはならない。したがって、2.(2)で
述べたとおり、NHK が、放送に加えてインターネットでも放送番組等を視聴者に提供

する役割を担うとしても、それは、メディアの多元性に資する放送の二元体制の枠組み

を前提とすることが求められる。 

                                                       
15 現行放送法においては、放送番組について、法律に定める権限に基づく場合でなければ干渉・規律されないとの放送

番組編集の自由を原則とした上で（第 3 条）、放送事業者の自主自律を基本とした番組準則への適合性の確保（第 4 条

及び第 81 条）や番組基準の策定・公表（第 5 条）等の措置が講じられている。また、NHK については、番組基準及

び放送番組の編集に関する基本計画について、経営委員会の議決事項とされている（第 29 条第 1 項第 1 号リ）。 
 これに対して、NHK のインターネット活用業務については、このような内容面での規律は課されていない。 

16 なお、NHK は、現行制度の下でも、インターネットでの情報発信について自主的にガイドラインを策定している。

「放送ガイドライン 2020 改訂版（インターネットガイドライン統合版）」（https://www.nhk.or.jp/info/pr/bc-
guideline/assets/pdf/guideline2020.pdf）の項目 3 参照。 

17 本ワーキンググループでは、インターネットによる放送番組等の配信を必須業務とする場合の内容面での規律につい

て、NHK の自主自律にとどめるのが妥当との意見もあった一方で、その前提としてＮＨＫが拠って立つ準則を法律上

明記すべきとの意見もあった。 
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NHK の業務拡大が競争を歪め、放送の二元体制を含むメディアの多元性を損なうお

それがあるとの指摘があることを踏まえれば、NHK が必須業務としてインターネット

を通じて放送番組等を提供するに当たって、放送の二元体制を含むメディアの多元性

が損なわれないことを担保するための措置を講じることが必要である。言い換えれば、

NHK がインターネットを通じて放送番組等を提供するに当たって、放送の二元体制を

含むメディアの多元性を確保するために、NHK に重い責任と規律を課していくことが

必須業務化の意義であるとも考えられる。 

そして、放送の二元体制、メディアの多元性は、ひとたび損なわれてしまうと回復す

ることは困難との指摘があることを踏まえ、NHK がインターネット活用業務を必須業

務として実施する前に、あらかじめ放送の二元体制を含むメディアの多元性を維持す

るための措置を講じる仕組みとすることが適当である。 

このように、NHK のインターネット活用業務を必須業務化する場合には、民間放送

事業者等との公正な競争環境を確保することが必要であり、この点を踏まえた担保措

置を講じることが求められる。こうした観点から、2(2)でも述べたとおり、公正競争に

関して NHK が配慮すべき旨の義務を法定することについて、本ワーキンググループ

において要望・指摘があったことも勘案して、今後の法制化の過程において検討すべき

である。 

また、担保措置としての競争評価の仕組みの詳細を検討するに当たっては、基本的な

考え方として、自らの事業運営の状況や競合する市場の状況を把握できる NHK 自身

が、関係者の参加を得て、競争評価を実施し、必須業務としてのインターネット活用業

務の具体的範囲や提供条件を判断することも考えられる。すなわち、NHK には、事業

運営を担う執行部を監督する機関として経営委員会が存在することから、経営委員会

に競争評価の実効性を確保するための必要な権能を付与した上で、NHK から提案のあ

ったように、経営委員会の監督の下、執行部から独立した専門家からなる委員会が競争

評価を実施すれば足りるとも考えられる。 

しかし、受信料により支えられている NHK は、競争評価の仕組みをより公正かつ客

観的なものとすることで、民間放送事業者や新聞社・通信社等の関係者の理解を得つ

つ、国民の知る権利にとってマイナスとなる事態を厳に回避することが必要である。 

したがって、担保措置としての競争評価の仕組みは、まず、情報の提供主体である

NHK が上記の仕組みによって原案を策定し、その評価・検証を、NHK 以外の第三者

機関（電波監理審議会等）が、NHK が必須業務としてのインターネット活用業務を開

始する前など適時に、民間放送事業者、新聞社・通信社等の関係者の参加を得て実施し、

エビデンスベースで、インターネット活用業務の具体的な範囲や提供条件を決定する

仕組みとすべきである。 
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また、競争評価の手法としては、本ワーキンググループでは英国の「公共価値テスト」

やドイツの「三段階テスト」を念頭に議論を進めてきたが、英国のような仕組みの中で

も、公共的価値と市場競争への悪影響の程度とを単純に比較衡量することへの疑問が

呈されたことも踏まえて、よりエビデンスに立脚した評価手法の確立に向けて、更に詳

細に検討を深めるべきである。 
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（出典）公共放送ワーキンググループ第 6 回会合 資料 6-2 p.23 

【図－4 英国の公共価値テストと競争評価の実施手順】 

 
（出典）公共放送ワーキンググループ第 6 回会合 資料 6-2 p.28 

【図－5 ドイツの三段階テストの審査プロセス】 

なお、NHK が必須業務として実施するインターネット活用業務に要する費用につい

ても、競争評価を実施するに当たっての重要な一要素と考えられる。そのため、競争評

価の仕組みにおいては、必須業務として実施するインターネット活用業務の費用の規

模を明らかにすべきであるが、費用の規模が市場への影響に具体的にどのように寄与

するかについても専門的・技術的に検討する必要がある。その上で、費用の規模の拡大

が市場に悪影響を与え得ることが認められるのであれば、事前に、競争評価を実施すべ

きである。 
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さらに、NHK は、新規サービス又は既存サービスの大幅な変更を行う場合は、事前

の競争評価を実施するとの考えを示している。しかし、NHK が必須業務として実施す

るインターネット活用業務には、その性質上、競争を歪め放送の二元体制を含むメディ

アの多元性を損なうおそれがあるとの指摘を踏まえれば、NHK が必須業務として実施

するインターネット活用業務全般について、競争上の問題が生じていないかを検証す

る「競争レビュー（仮称）」も定期的に実施すべきである。 

② 判断の拘束力 

①のプロセスを経て行われる評価・検証の結果を受け、総務大臣は、評価・検証の結

果を踏まえて NHK 予算に意見を付し、国会に提出するものとし、これにより、国会で

の予算審議を通じて NHK の策定する原案の内容の適否が判断されるようにすべきで

ある。また、総務省は、国会での審議結果等を踏まえ、必要に応じ行政指導を行うこと

が考えられる。 

この点については、本ワーキンググループにおいても、NHK が策定する原案につい

て、総務省が、有識者等から構成される「検証会議（仮称）」を設置し、民間放送事業

者、新聞社・通信社等の関係者も参画する形で検証する仕組みとすること、電波監理審

議会に諮問し答申を得ること、総務大臣意見を付すとしてもＮＨＫが提供する個別の

コンテンツの是非に立ち入る内容とならないよう留意した運用とすべきとの指摘があ

ったことも十分に踏まえて、プロセスの具体化に向けた検討を進めるべきである。 

③ 当面取り組むべき事項 

①及び②で検討した担保措置（競争評価）の枠組みについては、本ワーキンググルー

プにおいても、利害関係者間の議論を速やかに開始し、その検討結果を法改正や今後の

運用に反映することが重要であるため、競争評価に関する準備組織を、総務省の関与の

下、早期に設定すべきとの指摘があったことも踏まえ、今後、法制化に向けて、NHK
が原案を策定するに当たり、総務省において、NHK に加え、民間放送事業者、新聞社・

通信社等の関係者が参加する場を設け、NHK が検討に着手することを促すなどして、

関係者の声を十分に反映するように努めるべきである。 

また、これまでの議論において、NHK は、インターネットを通じて提供される情報

について、その公共性及び市場競争への影響等について説明することが重要との指摘

があったことを踏まえ、こうした検討の場において、NHK は、提供する情報の範囲や

提供条件、その影響等について、明確な説明に努めるべきである。 
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4. インターネット活用業務の財源と受信料制度

公共放送である NHK の運営に必要な費用を調達する手段としては、現行の受信料制度

のほかにも、視聴の対価として視聴料を徴収する方法や、諸外国でも採用されている広告

収入による方法、税収入による方法なども考え得るところである。

しかし、視聴料を徴収する方法は、NHK と契約する者の関心や意向などを意識したコン

テンツ制作を助長しかねないなど、公共放送として備えるべき基本的な性格と相容れない

と考えられる。また、広告収入や税収入は、特定のスポンサーや国家・政治との関係で、

財源としての中立性・独立性を保てなくなるおそれがあるため、これも公共放送として備

えるべき基本的な性格と相容れないと考えられる。もっとも、国際放送18については、将来

的な安定財源の確保のための方策として、英国の国際放送で採用されている広告収入につ

いて検討の余地がある。

このように、公共放送の運営に必要な費用を調達する手段としては、現行の受信料制度

を維持することが適当であると考えられる。この点に関して、最高裁判決19は、NHK の事

業運営の財源を受信料によって賄う仕組みは、「受信設備を設置することにより原告（NHK）

の放送を受信することのできる環境にある者に広く公平に負担を求めることによって、

NHK が上記の者ら全体により支えられる事業体であるべきことを示すもの」と判示して

いるが、その際、「特定の個人、団体又は国家機関等から財政面での支配や影響が原告（NHK）

に及ばないようにし、現実に NHK の放送を受信するか否かを問わず」とも述べており、

受信料制度が視聴料収入や広告収入、税収入のそれぞれのデメリットを克服しようとする

ものであることを示唆している。

そして、3.(1)でも述べたとおり、インターネット活用業務を必須業務化する場合には、

テレビなどの受信設備を持たずにインターネットを通じて視聴する者に対しても、NHK の

放送番組を受信することのできる環境にある者に該当する限りにおいて相応の費用の負担

を求めることが適当であり、その具体的範囲は、NHK の事業運営の財源である受信料制度

について規定した放送法第 64 条第 1 項20の「協会の放送を受信することのできる受信設備

…を設置した者」に基づいて定めることが適当である。また、先の最高裁判決は、「放送法

は、受信料の支払義務を、受信設備を設置することのみによって発生させたり、原告（NHK）

から受信設備設置者への一方的な申込みによって発生させたりするのではなく、受信契約

の締結、すなわち原告と受信設備設置者との間の合意によって発生させることとしたもの

であることは明らか」である旨述べている。すなわち、受信料制度の運用においては、受

信者の意思を尊重することが求められている。

18 NHK が必須業務として行う、法人向け・外国人向けの国際放送（放送法第 20 条第 1 項第 4 号）及び協会国際衛星放

送（同項第 5 号）。 
19 最大判平成 29 年 12 月 6 日民集 71 巻 10 号 1817 頁。脚注 10 参照。 
20 「協会の放送を受信することのできる受信設備…を設置した者は、…受信契約…の条項…で定めるところにより、協

会と受信契約を締結しなければならない。」と規定されている。
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このような放送法の規定の趣旨を踏まえ、「協会の放送を受信することのできる受信設備

を設置した者」と同等と評価できる者を具体的にどのような範囲で捉えるかについては、

テレビとスマートフォン・PC 等の通信端末との性質の違いに着目すべきである。すなわ

ち、一般的に、テレビは、チューナーレステレビを除き、放送番組を視聴する機能をあら

かじめ有しているのに対し、スマートフォン・PC 等の通信端末は汎用的に用いられ、少な

くとも放送番組を視聴することが主たる用途として想定されているわけではない。 

このような性質の違いに鑑みれば、スマートフォン・PC 等の通信端末を取得・保有した

だけで「協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者」と同等と評価するこ

とは、視聴者の理解を得ることができないため、適当ではない。これに対して、テレビな

どの受信設備を持たないが、スマートフォン・PC 等の通信端末を用いて NHK の放送番組

等を視聴する意思を持って能動的な一定の行為を行った者であれば、汎用的な通信端末を

NHK の放送番組を視聴するための「受信設備」として「設置した」と評価することについ

て、視聴者の理解を得られやすいものと考えられることから、「協会の放送を受信すること

のできる受信設備を設置した者」と同等と評価される行為を行った者に対して、受信料制

度における公平負担の観点から、費用負担を求めることを基本とすべきである。 

もっとも、同等と評価される行為の具体的内容については、例えば、スマートフォンに

ついて、まず、その購入のみで費用負担を求めるべきではない。加えて、これまでの本ワ

ーキンググループにおいて、NHK の放送番組を視聴する意思が外形的に明らかになるよ

うな、ⅰ）アプリのダウンロード、ⅱ）ID やパスワードの取得・入力、ⅲ）一定期間の試

用、利用約款への同意などの行為も含めて解釈していくことが必要との指摘があったこと

を踏まえ、今後、総務省において制度化の検討を進める中で、これらの積極的な行為が費

用負担の要件であることを、視聴者にとってわかりやすい形で明確化を図っていくべきで

ある。 

また、現在のテレビなどの受信設備の設置に伴う受信契約は世帯単位21となっているが、

スマートフォン・PC 等の通信端末からの能動的な行為を基に NHK と締結する契約を個人

単位とするのか、ID をいくつ払い出すか、何台の通信端末まで同一の ID で利用可能とす

るか等受信契約の単位に関する課題については、インターネットの普及等に伴う視聴実態

を勘案しつつ、引き続き検討すべきであり、この点についても視聴者にわかりやすい形で

周知等がなされることが期待される。 

上述のとおり、テレビなどの受信設備を持たないがインターネットを通じて NHK の放

送番組等を視聴しようとする者について、放送法第 64 条第 1 項の「受信設備を設置した

者」と同等と評価される者と捉えるべきであることを踏まえれば、これらの者に求められ

                                                       
21 放送法第 64 条第 3 項の規定に基づき総務大臣の認可を受けた受信契約（日本放送協会放送受信規約）において規定

されており、具体的には、同規約第 2 条において、「放送受信契約は、世帯ごとに行なうものとする。ただし、同一の

世帯に属する 2 以上の住居に設置する受信機については、その受信機を設置する住居ごととする。」等と規定されてい

る。 
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る負担は、公共放送としての NHK の事業運営のための「特殊な負担金22」としての性格を

帯びるものと考えることが適当である。 

そして、このように考えれば、NHK の事業運営は、テレビなどの受信設備の設置を通じ

て支払われる受信料と、それと同等と評価できる通信端末上の行為を通じて支払われる負

担金の全体で支えられるものと考えるのが自然であるが、視聴者に負担いただくものであ

る以上、総務省及び NHK においては、現在の NHK オンデマンド23のように対価として徴

収するものではなく、その負担により得られる財源の使途について、2.(1)で述べたような

放送全体に貢献する役割に対応した NHK の事業運営費用にも充てられるべきものである

ことを明確化すべきである。 

なお、テレビなどの受信設備は持たずともインターネットを通じて NHK の放送番組等

を視聴する者が支払う金銭を、テレビなどの受信設備の設置に伴う受信契約に基づく費用

の呼称としてこれまで定着してきた用語である「受信料」と呼称するか別の呼称とするか

は、今後、制度化を進める中で整理されるべき問題である。 

一方、いわゆる「ネット受信料」という呼称が流通し、スマートフォン・PC 等の通信端

末を保有しただけで NHK に対する費用負担が義務付けられるとの誤解が生じているとの

指摘があることを踏まえ、総務省や NHK においては、そのような誤解が生じることのな

いよう、国民・視聴者に対して丁寧な説明に努めるべきである。加えて、必須業務化に伴

う費用負担についても、NHK の放送番組のインターネットでの視聴を無料から有料にす

るものではなく、NHK の放送番組をインターネットで視聴できる機会を、テレビなどの受

信設備を持たない者に対して新たに広げ、それに伴って、テレビなどの受信設備を持って

いる者との公平負担の観点から相応の費用負担を求めるものであることについて丁寧な説

明を尽くすべきである。  

                                                       
22 受信料の法制上の位置付けについては、例えば、臨時放送関係法制調査会の答申（1964 年 9 月）においては、「国家

機関ではない独特の法人として設けられた NHK に徴収権が認められたところの、その維持運営のための『受信料』と

いう名の特殊な負担金と解すべき」、内閣法制局長官の答弁（1980 年 3 月参議院予算委員会）においては、「公共的放

送を NHK の業務として行わせるための一種の国民的な負担として受信料をとらえているわけであります」と示され

ている。 
23 放送法第 20 条第 2 項第 2 号の任意業務として NHK が行うサービス。衛星放送の一部の放送番組も含む放送番組を、

2～3 週間程度又は期間を定めずに提供するオンデマンド配信サービスであり、有料（月額 990 円等）により実施。 
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5. 今後の進め方 

これまで 13 回にわたり丁寧に議論を進め、NHK のインターネット活用業務を必須業務

化する際に必要となる制度の骨格に関わる基本的な事項については、議論を取りまとめる

ことができた。 

しかし、それぞれの箇所で言及してきた点を含め、今後検討すべき課題も多く残されて

おり、継続した議論・検討が不可欠である。その意味では、今般の取りまとめは、デジタ

ル時代にふさわしい放送制度の在り方の一つとして、NHK のインターネット活用業務の

在り方を継続して検討していくための議論の軸となる内容を提供するものと位置付けるこ

とができる。 

ついては、総務省においては、急速に進む視聴者の「テレビ離れ」（インターネットへの

シフト）に速やかに対応するため、所要の制度整備を早急に進めるとともに、以下の事項

についても、検討を行い、今後の制度整備や制度の運用に反映すべきである。 

(1) 地上波テレビ放送以外の放送番組の同時・見逃し配信 

3.(1)でも述べたとおり、衛星放送、国際放送、地上波ラジオ放送に関しても、今後、

NHK が果たすべき役割に鑑み、これらの同時・見逃し（聞き逃し）配信を必須業務化す

べきかどうかについて、速やかに検討する必要がある。 

(2) 必須業務として実施するインターネット活用業務の具体的な範囲・提供条

件 

3.(3)③でも述べたとおり、必須業務として実施するインターネット活用業務の具体的

な範囲や提供条件を定める担保措置（競争評価）の枠組みについては、本ワーキンググル

ープにおいても、利害関係者間の議論を速やかに開始し、その検討結果を法改正や今後

の運用に反映することが重要であるため、競争評価に関する準備組織を、総務省の関与

の下、早期に設定すべきとの指摘があったことも踏まえ、今後、法制化に向けて、NHK
が原案を策定するに当たり、総務省において、NHK に加え、民間放送事業者、新聞社・

通信社等の関係者が参加する場を設け、NHK が検討に着手することを促すなどして、関

係者の声を十分に反映するように努めるべきである。 

(3) その他 

本ワーキンググループでは、NHK のインターネット活用業務の在り方について、必須

業務化するか否かを中心に検討を行ってきたが、これに付随して、現行のインターネッ

ト活用業務を巡る下記の事項についても指摘があったことを踏まえ、総務省及び NHK
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は、現行制度の運用改善にも取り組むべきである。 

① インターネット活用業務に対する意見・苦情等を受け付ける仕組みの改善 

現在のインターネット活用業務実施基準では、インターネット活用業務について、競

合事業者等からの意見・苦情等を受け付ける仕組みが用意されている。こうした意見・

苦情等への対応については、NHK 会長の諮問機関である「インターネット活用業務審

査・評価委員会24」に、インターネット活用業務の公共性及び市場競争への影響等、公

共放送の業務としての適切性を確保する観点からの検討を求め、その結果を尊重して

必要な措置を講ずることがあわせて規定されている。しかし、実態としては、この仕組

みは競合事業者等によって十分に活用されていない。 

今後、NHK のインターネット活用業務が必須業務として提供されることとなる場合

でも、同様の仕組みが継続されるとともに、適切に機能することが求められる。その際、

現在の仕組みがなぜ活用されていないのかについて検証を行い、運用上の問題点があ

るのであれば、NHK と競合事業者等で改善策について協議する等、現行制度の運用改

善に取り組むべきである。 

② NHK のガバナンス 

NHK のインターネット活用業務を必須業務化する場合において、放送の二元体制を

含むメディアの多元性を維持するための担保措置として、NHK の経営委員会及び執行

部がどのような役割を果たすべきかといった NHK のガバナンスについても議論した

が、今般の NHK のインターネット活用業務の設備調達に係る事案25に関連して、現状

の NHK のガバナンスについても指摘が相次いだ。 

NHK は国民・視聴者が負担する受信料に支えられていることを踏まえ、その業務と

受信料、それらを規律するガバナンスについては一体的に不断の取組を進めることが

重要であり、特に、NHK の執行部を監督する経営委員会については、平成 19 年の放

送法改正26をはじめとして、監督機能の強化・改善に不断に取り組んできた経緯がある。 

今般の NHK のインターネット活用業務の設備調達に係る事案については、本年 7

                                                       
24 インターネット活用業務における適切性を確保するため、NHK インターネット活用業務実施基準に則り、NHK 会長

の諮問機関として設置されている。同委員会は、NHK に寄せられたインターネット活用業務に関する競合事業者等か

らの意見・苦情等に対して採るべき対応を検討し、NHK は、その結果を尊重して必要な措置を講じることとされてい

る。また、インターネット活用業務実施計画の策定や実施状況の評価に当たり、公共放送の業務としての適切性を確保

する観点からの見解を述べる。 
25 2023 年、NHK が、インターネット活用業務について、現在認められていない衛星放送の放送番組の同時配信に向け

た設備の調達手続きを進めていた事案。NHK は、関連業務を停止するとともに、外部有識者から構成される「NHK 執

行部ガバナンスレビューに関する専門委員会」からの助言を踏まえ、同年 7 月 25 日に再発防止策を発表している。 
26 通信・放送分野の改革を推進するため、NHK に係る事項を中心として放送制度を改正するとともに、電波利用をよ

り迅速かつ柔軟に行うための手続を創設する等の所要の改正を行った法律。NHK 関係は、ガバナンス強化、放送番組

アーカイブのブロードバンドによる提供、新たな国際放送の制度化を内容としたもの。 
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月 25 日、再発防止策が NHK から発表され27、これに対し、総務省から「再発防止に

取り組む決意の表れと認められるこの再発防止策を、NHK には着実に実行していただ

きたいと考えており、総務省としてはその動向をしっかりと見守ってまいりたい」とす

るコメントが公表されているところである28 。 

NHK においては、再発防止策を着実に実行し、国民・視聴者からの信頼回復に取組

むべきであり、総務省においてもその動向を注視していくことが求められる。 

また、NHK のインターネット活用業務を必須業務化することで重い責任と規律を課

していくことの一環として、子会社29を含む NHK のガバナンスについて見直す契機と

すべきとの指摘もあり、具体的には、地方公共団体のイベント等の公募について NHK
子会社が参加することの可否の検証の必要性についても指摘があったところである。 

NHK による子会社への出資については、放送法第 22 条の規定に基づき、NHK の

必須業務又は任意業務の遂行に必要がある場合に、これらの業務に密接に関連する事

業30を行う者への出資に限定されており、こうした法の趣旨を踏まえ、総務省が「日本

放送協会の子会社等の事業運営の在り方に関するガイドライン31」（令和 4 年 10 月）を

策定している。地域におけるイベントの受注など、NHK の子会社の事業活動が放送法

の趣旨に沿ったものとなっているか、関係者の意見も聴きつつ、エビデンスベースで、

不断に検証していくことが求められる。  

                                                       
27 NHK（2023 年 7 月 25 日）「稟議事案に関する再発防止策について」 

（https://www.nhk.or.jp/info/otherpress/pdf/2023/20230725_2.pdf） 
28 総務省（2023 年 7 月 25 日）「NHK のインターネット活用業務に係る設備調達についての総務省コメント」 

（https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu07_02000266.html） 
29 2023 年 8 月 1 日現在、NHK の子会社（放送法第 21 条第 1 項）は 12 社（（株）NHK メディアホールディングス傘

下の子会社も含む。）、その他、関連会社（放送法施行規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 10 号）第 30 条第 1 項第

11 号イ）は 4 社、関連公益法人等（同号ロ）は 6 団体存在している。 
30 放送法施行令（昭和 25 年政令第 163 号）第 2 条に掲げる「協会（NHK）の委託により、放送番組を制作し、放送番

組の制作に必要な装置を作成し、又は放送に必要な施設を建設し、若しくは管理する事業」等の計 14 事業。 
31 https://www.soumu.go.jp/main_content/000838082.pdf 
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6. 結びにかえて 

NHK のインターネット活用業務の在り方の議論は、これと競合し得る民間放送事業者

や新聞社・通信社等との関係をどのように考えていくかという視点ももちろん重要である

が、本ワーキンググループの議論では、そうした業界の問題のみにとらわれるのではなく、

国民生活に浸透した放送、その中の NHK の将来の方向性について、放送番組が重要な役

割を果たしている我が国のコンテンツ産業全体の将来の方向性を視野に入れつつ、国民・

視聴者の目線を常に意識して検討を進めてきた。 

すなわち、テレビなどの受信設備を持っていない国民が確実に増えつつある状況の中で、

国民の知る権利に奉仕するメディアの一員である NHK がどのように振る舞えば、民間放

送事業者や新聞社・通信社等とあいまって、豊かなコンテンツを国民に届けられる社会に

なるか、そして、放送番組の制作・流通の過程でこれまで蓄積されてきた貴重な人材やノ

ウハウを今後どのように我が国のコンテンツ産業の発展に活かしていくべきか、という観

点から、関係者の意見を丁寧に聴きつつ、議論を重ねてきたところである32。 

その結果、本ワーキンググループの構成員の総意として、我が国の放送の二元体制の下

で、インターネットの普及に伴い視聴者の行動が急速に変化する中でも、視聴者に継続的・

安定的に放送番組を届けていくこと、そして放送のプラットフォームとして放送全体の発

展に貢献していくことが公共放送としての NHK の役割であり、そうした役割を担ってい

く上では、インターネット空間へと広がる情報空間の中で、テレビなどの受信設備を持つ

人だけでなく、これを持たない人に対してもインターネットを通じて「豊かで、かつ、よ

い放送番組33」を提供する責務を課すことが必要との結論に達した。 

そして、NHK にそのような責務を課すことに対応して、テレビなどの受信設備を持たな

い人からも相応の負担を求めるべきという結論も導いているが、これは、国民・視聴者に

新たに負担を課そうとするものではない。視聴者目線で見れば、公共放送を支える共同体

に属するかどうかの自由を確保しつつ、これまでテレビなどの受信設備を設置することで

しか共同体に属することができなかった状態から、テレビなどの受信設備を設置しなくて

もインターネットを通じて共同体に属する選択肢が新たに提供されるものであることを強

調しておきたい。 

5.で述べたとおり、今般の取りまとめは、新たな時代に対応した NHK のインターネッ

ト活用業務の在り方の基本的な骨格を示す一里塚であり、今後、歩みを止めることなく、

詳細な検討を進めていく必要がある。 

                                                       
32 主としてプラットフォーム TF 及びコンテンツ WG において、この点関係者ヒアリング等を実施し議論を重ね、放送

コンテンツの制作・流通促進に向けた具体的方策がとりまとめられているところである。 
33 放送法第 15 条において、NHK の目的として、「公共の福祉のために、あまねく日本全国において受信できるように

豊かで、かつ、良い放送番組による国内基幹放送…を行う」ことが規定されている。 
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制度設計を検討する総務省、必須業務化した場合にインターネット活用業務の詳細を検

討する NHK においては、「国民・視聴者にとって何がベストか」を常に意識しながら取組

を進めていくことを期待するものである。 

民間放送事業者や新聞社・通信社等においては、放送の二元体制を含むメディアの多元

性を確保するための競争評価の詳細設計に積極的に参画することを期待する。加えて、ど

うすれば、フェイクニュースも含めた多種多様な情報が流通するインターネットの世界で

も、信頼性の高い情報の提供を継続できるか、NHK、（一社）日本民間放送連盟、（一社）

日本新聞協会など、メディアの関係者が連携・協力して検討を加速させることも期待する

ものである。NHK には、こうしたメディア間の連携・協力の場面でも先導的な役割を果た

すことを大いに期待したい。 

なお、情報空間全体のインフォメーション・ヘルスをいかに確保していくかという点に

関しては、本ワーキンググループの検討課題である「NHK のインターネット活用業務の在

り方」を議論するだけでは十分でないことは明らかである。例えば、利用者の ICT リテラ

シーを推進するための政策や、プラットフォーム事業者等による偽情報対策の推進の在り

方についても検討が進められており34、本ワーキンググループでの検討内容も含め、これら

の政策が相互に連携することによって、その目的を達成することができるものと考えてい

る。 

                                                       
34 例えば、偽情報等に対応した ICT リテラシー向上のための取組として、2021 年に開設したサイト「上手にネットと

付き合おう！～安心・安全なインターネット利用ガイド～」において、「SNS 等での誹謗中傷」、「インターネット上の

海賊版対策」、「ネットの時代におけるデマやフェイクニュース等の不確かな情報」といった「旬」のトピックを特集と

して掲載しているほか、2022 年 6 月に偽・誤情報に関する啓発教育教材「インターネットとの向き合い方～ニセ・誤

情報に騙されないために～」を開発・公表している。今後の ICT リテラシー推進方策については、同年 11 月に「ICT
活用のためのリテラシー向上に関する検討会」を立ち上げ、検討を進めている。また、「プラットフォームサービスに

関する研究会」（座長：宍戸 常寿 東京大学大学院 法学政治学研究科 教授）を通じて、偽情報に関するプラットフォ

ーム事業者の取組とその透明性等に関するモニタリングを実施しており、2022 年 8 月に当該モニタリングの結果や海

外の動向に関する調査結果等を踏まえ、プラットフォーム事業者による適切な対応や透明性の確保のための今後の方

策の取組の方向性を示した第二次取りまとめを公表した。2023 年 3 月、同研究会において、各ステークホルダーによ

る自主的な対応をまとめた「偽情報対策に係る取組集 Ver1.0」を公表。同年 4 月 29 日及び 30 日に開催された G7 群

馬高崎デジタル・技術大臣会合の閣僚宣言において、偽情報対策に関する民間企業や市民団体を含む関係者によるプラ

クティス集（EPaD: Existing Practices against Disinformation）を作成することが宣言された。 
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参考１ 開催要綱 

参考-1



デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会 

「公共放送ワーキンググループ｣開催要綱 

 

１ 背景・目的 

本ワーキンググループは、デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会

（以下「検討会」という。）の下で開催される会合として、検討会取りまとめの第４章

「放送コンテンツのインターネット配信の在り方」を踏まえ、インターネットを含め

て情報空間が放送以外にも広がる中において、信頼性の高い情報発信などの放送コン

テンツの価値を情報空間全体に浸透させる観点から、ＮＨＫのインターネット配信の

在り方等について検討することを目的とする。 
 

２ 名称 

本ワーキンググループは「公共放送ワーキンググループ」と称する。 

 

３ 検討項目 

（１）インターネット時代における公共放送が担うべき役割 

（２）ＮＨＫのインターネット活用業務の在り方 

（３）ＮＨＫのインターネット活用業務に関する民間放送事業者との協力の在り方 

（４）ＮＨＫのインターネット活用業務の財源と受信料制度 

（５）その他 

 

４ 構成及び運営 

（１）本ワーキンググループの主査は、検討会座長が指名する。本ワーキンググルー

プの構成員は、主査が指名する。 

（２）主査は、本ワーキンググループを招集し、主宰する。 

（３）主査は、必要があると認めるときは、主査代理を指名することができる。 

（４）主査代理は主査を補佐し、主査不在のときは主査に代わって本ワーキンググル

ープを招集する。 

（５）主査は、必要に応じ、必要と認める者を構成員又はオブザーバとして追加する

ことができる。 

（６）主査は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求め、意見を聴くことがで

きる。 

（７）その他、本ワーキンググループの運営に必要な事項は、主査が定めるところに

よる。 

 

５ 議事の取扱い 

（１）本ワーキンググループの会議は、原則として公開とする。ただし、公開するこ

とにより当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれが

ある場合その他主査が必要と認める場合については、非公開とする。 

（２）本ワーキンググループの会議で使用した資料及び議事要旨については、原則と

して公開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び利益並

びに公共の利益を害するおそれがある場合その他主査が必要と認める場合につ
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いては、非公開とする。 

 

６ その他 

本ワーキンググループの庶務は、情報流通行政局放送政策課が行い、必要に応じ

て関係課と連携して行うものとする。  
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「公共放送ワーキンググループ｣構成員名簿 

 

（敬称略・主査及び主査代理を除き五十音順） 

＜構成員＞  

  

（主査） 三
み

 友
とも

 仁
ひと

 志
し

 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科 教授 

   

（主査代理） 山
やま

 本
もと

 隆
りゅう

 司
じ

 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 

   

 内
うち

 山
やま

  隆
たかし

 青山学院大学総合文化政策学部 教授 

   

 大
おお

 谷
たに

 和
かず

 子
こ

 株式会社日本総合研究所 執行役員法務部長 

   

 
落
おち

 合
あい

 孝
たか

 文
ふみ

 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 プロトタイプ政策

研究所所長・シニアパートナー弁護士 

   

 宍
しし

 戸
ど

 常
じょう

 寿
じ

 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 

   

 曽我部
そ が べ

 真
まさ

 裕
ひろ

 京都大学大学院法学研究科 教授 

   

 瀧
たき

  俊
とし

 雄
お

 株式会社マネーフォワード 執行役員CoPA 

Fintech研究所長 

   

 長
なが

 田
た

 三
み

 紀
き

 情報通信消費者ネットワーク 

   

 林
はやし

  秀
しゅう

 弥
や

 名古屋大学大学院法学研究科 教授 

   

   

＜オブザーバ＞  

 日本放送協会  

  一般社団法人日本民間放送連盟 

   

   

   

 

別紙 
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デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会 

「公共放送ワーキンググループ」 

開催状況 

○第１回（令和４年９月21日（水）17:00～）

(1) 開催要綱の確認等

(2) 公共放送ワーキンググループについて

(3) 公共放送の現状について

(4) 公共放送ワーキンググループの論点(案)

(5) 意見交換

○第２回（令和４年10月17日（月）13:00～）

(1) 曽我部構成員プレゼンテーション

(2) 内山構成員プレゼンテーション

(3) 「公共放送に関するWEBアンケート調査」の結果について

(4) 質疑応答・意見交換

○第３回（令和４年11月24日（木）15:00～）

(1) ヒアリング①

・日本放送協会

(2) 質疑応答①

(3) ヒアリング②

・（一社）日本民間放送連盟 

・（一社）日本新聞協会メディア開発委員会 

(4) 質疑応答②

(5) 諸外国の公共放送に関する制度について（※第4回会合に持ち越し）

(6) 質疑応答③・意見交換

○第４回（令和４年12月22日（木）16:00～）

(1) 諸外国の公共放送に関する制度について

(2) 質疑応答①

(3) 前回会合における質問事項への回答

(4) 質疑応答②・意見交換

(5) これまでの議論の整理について

(6) 質疑応答③・意見交換

○第５回（令和５年２月24日（金）16:00～）
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(1) インターネット時代における公共放送の役割に関する論点と考え方（事務局） 

(2) 意見交換① 

(3) インターネット時代における公共放送の業務に関する論点と考え方（事務局） 

(4) 意見交換② 

 

○第６回（令和５年３月15日（水）16:00～） 

(1) 前回の議論の振り返り 

(2) インターネット活用業務の財源と受信料制度に関する論点 

(3) 意見交換 

(4) NHKインターネット活用業務の検討に対する民放連の見解と質問の提出について 

 

○第７回（令和５年４月27日（木）13:00～） 

(1) 前回の議論の振り返り 

(2) インターネット活用業務の財源と受信料制度に関する論点 

(3) 意見交換 

(4) NHKインターネット活用業務の検討に対する民放連の見解と質問の提出について 

 

○第８回（令和５年５月26日（金）15:00～） 

(1) 前回の議論の振り返り等 

(2) ヒアリング 

  ・日本放送協会 

(3) 質疑応答・意見交換 

 

○第９回（令和５年６月７日（水）10:00～） 

(1) 日本放送協会からの説明 

(2) 質疑応答① 

(3) ヒアリング 

・（一社）日本民間放送連盟 

・（一社）日本新聞協会メディア開発委員会 

(4) 質疑応答②・意見交換 

 

○第10回（令和５年６月30日（金）15:00～） 

 (1) 日本放送協会からの説明 

(2) （一社）日本民間放送連盟及び（一社）日本新聞協会メディア開発委員会の質

問への回答 

(3) 質疑応答・意見交換 

 

○第11回（令和５年７月24日（月）10:00～） 
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(1) これまでの主な検討項目について（事務局） 

(2) 質疑応答・意見交換 

 

○第12回（令和５年８月10日（木）16:00～） 

(1) これまでの主な検討項目について（事務局） 

(2) 質疑応答・意見交換 

 

○第13回（令和５年８月29日（火）15:00～） 

(1) 公共放送ワーキンググループ取りまとめ案について 

(2) 意見交換 
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２０２２年１１月２４日 

公共放送ワーキンググループに対する意見 

（総務省 第３回「公共放送ワーキンググループ」ヒアリング） 

一般社団法人日本新聞協会 

メディア開発委員会

インターネット上に大量の情報があふれ、フェイクニュース（偽情報）の拡散といった問題

が情報空間で顕在化するなか、正確な情報は欠かせず、信頼できる報道へのニーズはより高ま

っている。新聞・通信社は国内外に広く記者を配置し、社内に何重ものチェック体制を構築し、

正確で信頼できる情報の発信に努めている。 

公共放送ワーキンググループ（WG）ではインターネット上の情報空間の課題解決に向け、

NHKのインターネット業務を拡大すべきだとする議論がなされている。ネット上ですでに存

在感を高めているNHKが、巨額の受信料を財源にインターネット業務を際限なく拡大してい

けば、新聞をはじめ民間メディアとの公正競争が阻害され、言論の多様性やメディアの多元性

が損なわれかねない。言論・表現の自由や国民の「知る権利」を棄損し、民主主義の維持・発

展に影響を及ぼすことにもつながるのではないか。 

今般示された、NHKの経営計画（2021-23年度）の修正案で、受信料の１割値下げが盛り

込まれたが、NHKのこれまでの取り組みをもって、受信料、業務、ガバナンスの「三位一体

改革」が終わったとは到底いえない。公正な競争を阻害しないという観点が極めて重要で、

NHK自ら公共放送としてふさわしい業務範囲を絞り込み、それに見合った受信料体系を示す

べきで、不断の改革が求められる。 

NHKが公共的な役割を今後も果たさなければならない存在に変わりはない。WGにおいて

は、「本来業務化ありき」の議論ではなく、NHKの在り方をまず問い直し、公正競争の確保に

十分留意した精緻な議論を求めたい。そのことが、情報空間における言論の多様性やメディア

の多元性、民主主義の維持・発展につながると考える。 

以下、具体的に述べる。 

情報空間における多元性の価値について 

本年 8 月に公表された「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取り

まとめ」は、フェイクニュースやエコーチェンバーなど、ネット上の情報空間のゆがみを是正

するには、NHKと民放による「二元体制」がネット空間でも維持されることが重要だと指摘

した。しかし、ネット空間には NHK、民放だけでなく、新聞・通信社をはじめ多様な民間の

メディア事業者がすでに存在し、取材や編集に裏打ちされた信頼性の高い情報を発信してい

る。第 2回WGで、曽我部真裕構成員は、NHKのネット業務拡大について「偽情報やフィル

ターバブルなど情報空間の弊害を直接是正する可能性は限定的」だと指摘した。さらに「二元

体制の維持はメディアの多元性の観点から新聞なども視野に入れるべきであり、NHKのネッ
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ト進出がメディアの多元性によって提供される価値を毀損してはならない」との発言もあり、

当委員会も賛同するところだ。 

情報空間全体の環境をよりよくするために NHK がネットに先導的に広く進出したとして

も、他の報道機関があおりを受けてしまい、結果として改善につながらないならば本末転倒で

はないか。正確で信頼できる情報を発信するメディアの多元性こそが、健全な情報空間の基盤

になる。インターネットで多元的なジャーナリズムを維持していくため、WGには責任ある議

論を求めたい。 

 

公正な競争と求められる規律について 

公正な競争を阻害してはならない、という視点は極めて重要だ。NHKの受信料はそもそも

公共放送を維持・運営するために独占的に徴収権を与えられている「特殊な負担金」で、年間

収入は約 6800億円（2021年度）。インターネット業務はあくまで「放送の補完」との位置付

けでありながら、予算上限は 200億円にのぼっている。新聞・通信社は広告収入や課金型モデ

ルなど収支を勘案し、経営努力を積み重ねながら、ネット空間でも取材に裏打ちされた質の高

い報道とサービスを早くから提供してきた。200億円という NHKのネット予算の上限は、す

でに、新聞・通信社単独のデジタル事業の予算を大きく上回っている。NHKネット事業が本

来業務に格上げされた場合、予算の歯止めすらなくなる可能性があり、事業が継続できなくな

るメディアも出てきかねない。 

NHKは放送番組の「理解の増進に資する情報」との名目でネットコンテンツを展開してお

り、なし崩し的な業務拡大の一因となっている。「NHK NEWS WEB」や「NHKニュース防

災」アプリはコンテンツの内容や訪問者数を見る限りその存在感は大きく、デジタルサービス

での有料会員や広告収入獲得を目指す新聞・通信社と競合している。NHK が配信した記事が

検索サービス上で上位に表示されるなど、ウェブ上にニュースを配信する以上、本質的には民

間報道機関への影響は避けられないのではないか。ニュースを深掘りして解説するようなイン

ターネットでのオリジナルコンテンツを展開している事例も散見される。民間ならば有料にし

なければ採算が合わないものばかりだ。すでに外部のプラットフォームを通じてテキスト記事

を配信する事例も多くあるが、今後、さらにプラットフォーム事業者と結びつきを強め、配信

を拡大することになれば、民間報道機関のデジタル事業が影響を受けるのは明らかだ。 

理解増進情報は NHK 自らが「特定の放送番組に関連付けられた補助的な情報の範囲のも

の」と定義しているが、実態はこれを逸脱して拡大している。公正競争という観点だけでなく、

受信料制度との整合性の観点からも課題だ。「理解増進情報」の在り方を抜本的に見直すべき

だ。 

民間報道機関のデジタル事業との関係でいえば、NHKはすでに各種のデジタルサイネージ

（電子広告）にも記事を配信している。すでに NHK の子会社を通じた業務との競合により、

価格設定などに悪影響が生じたとの指摘もある。 

現状、インターネット業務は「放送の補完」であるにもかかわらず、すでに動画やテキスト

コンテンツ、アプリなどさまざまな形態で広がっている。今後、法的な位置付けを変えて、際

限なく拡大することを危惧する。公正競争の観点から客観的に判断する仕組みの構築を求める
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意見が複数の有識者から上がっており、その点は同意する。 

 

ＮＨＫ改革の評価について 

NHKのネット業務の在り方を議論するにあたって、これまでの改革の取り組みの評価がき

わめて重要だ。今般、NHK経営計画の修正案が示されたが、「三位一体改革」について、改革

が終わったとは評価していない。「本来業務化」ありきではなく、まず公共放送の役割につい

ての国民的な議論を尽くす必要がある。本業としての公共にふさわしい放送番組や事業はどの

ようなもので、そこから公共放送としてふさわしい業務範囲や付随する予算を導き出し、業務

範囲に応じた受信料制度をつくり、国民や視聴者が納得する料金水準を定める、というプロセ

スをたどるべきだと考える。 

それこそが、当委員会だけでなく政府・国会が繰り返し求めてきた業務、受信料、ガバナン

スを一体的に見直す「三位一体改革」の本旨ではないか。松本剛明総務大臣はNHKが三位一

体改革を不断に進めることが重要だとし、改革の中でネット業務の在り方について検討する必

要性について指摘した。さらに、「一層効率的な運営を通じ、さらなる値下げの原資が確保で

きるよう努力することが期待される」と述べたが、これに同意する。 

当委員会はこれまで、改革の進ちょくについて指摘や質問を重ねてきたが、十分な説明が果

たされていない。本業の放送番組では視聴者ニーズにかかわらず、公共放送としてふさわしい

ジャンルに集中すべきではないか。収支を勘案する民間では取り組みにくい報道・防災・教育・

福祉・伝統芸能などが公共放送にふさわしい分野といえないか。NHKがこれまで、こうした

分野で良質な番組を制作してきたことは評価しており、視聴率を意識せざるを得ない民放とは

異なる観点から番組制作に集中する必要があるのではないか。近年拡大傾向にある「番宣」に

ついても、放送時間を使ってまでやるべきものか再検討すべきだ。 

子会社の業務やガバナンスに関する改革についても課題は山積している。子会社が担うべき

業務は NHK本体同様、民間に担えない業務に限定するべきではないか。会計検査院から指摘

された業務の妥当性や内部留保・随意契約の割合についてその後の改善状況の具体的な開示を

求めたい。関連団体への業務委託はその業務に従事する出向者の給与を業務委託費として支払

う仕組みになっているケースもあり、会計検査院から経費削減に結びついていないと指摘され

ていた。改正放送法で中間持株会社の設立が認められたが、大事なのはグループ経営がどう変

わったかを検証することだ。改革にあたっては、経営委員会にも情報開示の徹底や監視強化の

舵取りを求めたい。 

 

情報空間における課題と新聞・通信社の役割について 

ネット空間が急拡大するなか、フェイクニュースの横行が民主主義への深刻な脅威になる。

新聞・通信社は一次情報に接し、多くのコストをかけて信頼できるニュースを手がけ、情報の

質の確保に努めている。メディア環境が激変するなかでも、世の中に流通するニュースの発信

源を担い、公共性の高い情報や地域情報などを届け続ける責務がある。 

しかし、情報空間が広がり、コンテンツと時間の奪い合いが激しくなるなか、ニュースの担

い手の確保も切実な課題だ。第 2回WGで野村総研が示した調査では、「報道・取材制作を担
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4 

う事業者の衰退で報道コンテンツが手に入りにくくなる」ことに「問題」「どちらかといえば

問題」と答えた割合は 75％にのぼり、「地域で報道・取材する事業者の衰退で地域情報が届け

られにくくなる」ことにも、同様に 74％が問題視している。プラットフォームとの関係も含

めた持続可能なジャーナリズムの在り方に関する議論が国際的にも広がっている。 

ネットの情報空間においては、NHKだけでなく、ニュースの送り手でもある新聞・通信社、

民間放送事業者が、それぞれの役割を果たすことで、民主主義に資する多様な言論が維持され

ており、NHKの在り方について拙速な議論を行えば、こうしたシステムが毀損されかねない。

WGには、そうした観点から、三位一体改革をはじめ「NHKが取り組む業務」についてさら

なる議論を求めたい。 

以  上 
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公共放送WG 20230315ヒアリング資料 京都大学大学院法学研究科教授 川濵昇 
「公共放送のインターネット業務の拡大と公正競争－情報空間の健全化のための競争評価」 

Ⅰ はじめに－なぜ競争評価が必要か 

(1) Manifest Destinyを超えた「業務拡大」→フロンティア
従来型メディアの視聴からインターネットでの視聴へと移行しつつある。これに伴って、

公共放送のインターネット業務の本来業務化やこれに伴う業務拡大は当然のことのように
も見える。従来の放送をインターネット上でも視聴できるという意味でのインターネット
化は既に進展している。しかし、インターネットで展開される業態は、これに留まるもので
はない。また、様々に変化する可能性がある。 

(2) 伝統メディアのインターネット業務
公共放送のインターネット業務の本来業務化・業務拡大を正当化する根拠

  情報空間の健全化 
インターネットの進展とともに、変質する情報空間
アテンションエコノミー化、DPFによる伝統メディアのマージナル化 etc

→伝統メディア（放送・新聞 etc）の古典的言論のエコシステムの衰退
 問題発掘・ファクトチェックするための、調査、相互検証 etc 

伝統メディアも、インターネット空間で橋頭堡を築くための努力をしている 
→困難極まりない作業、
←国によっては、伝統メディアの機能強化のための施策

伝統メディアの一員としての公共放送のインターネット上での役割 

(3)業務拡大の進展と競争評価
しかし、 従来の放送業務を超えた業務を行う→新たな分野での「国家補助」事業の拡張
有力な公的企業が、国家補助を受けた経済活動を行うと競争歪曲のおそれがある。
仮に、歪曲効果があるなら、それが何らかの公共目的に照らして必要なものであるか、目

的に照らして釣り合いの取れた効果であるかをチェックする必要がある。 
このような競争歪曲効果は、不可逆的な変化をもたらすため事前にチェックする必要が

ある。 
公共放送が有力であり、国家補助が、影響を与える市場規模に比して大きい場合は特にそ

の必要性がある。制度や市場環境の違いによって差異はあるし、評価内容も異なる 
→先行例、Ofcom の競争評価（BBC の自己チェックへの審査）
Ⅱ以下はそれを参考にした。しかし、競争評価は各国の独自性がある。メディア空間のエ

コシステムが各国によって違う。同じ業務であっても悪影響が生じるセグメントも異なり
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得る。ＢＢＣで問題ないから日本も問題はないとは直ちに言えない（逆も言える）。日本語
の情報空間、メディアの特性などに注目して検討する必要がある。 
 
(4)競争評価のその他の機能 
(a)情報空間の健全性の維持 
 公正競争の確保だけではなく、伝統メディア空間（エコシステム）の脆弱化の防止 
  伝統メディアのインターネット内でのカンニバリズムでは無意味 
 健全化のための国家補助がかえって健全化を害する危険性 
 
(b)国家補助の正当性チェック 
 公益性審査（競争歪曲効果という反公益性を償う別個の公益性）は、当該国家補助がなぜ
必要かという観点からの，補助の適切性審査にもつながる。これは、業務拡大の内容があい
まいなまま進展する場合には重要。近時、国家補助規制（競争評価）の機能として重視され
ている。 
 
 
Ⅱ 競争評価の対象 
(1) 評価の行われる関連市場 
 インターネット業務への拡大と言っても、具体的に影響を受ける市場単位で検討すべき 
  ただし、重層的な市場画定 また、クロスネットワーク効果、補完的市場も重要。    
 
(2) どのような市場が考えられるか、 

インターネット業務の場合、伝統メディアが行っているインターネット上での業務が競
合するセグメントの第 1候補。ただし、その範囲を確定する作業が重要。 
留意点 
・個々の事実関係に依存する。ケースバイケースの作業 
・フォワードルッキングな評価のため、過去の需要代替性だけで断定できない。 
 →適切なサーベイ調査 etc、定性的評価も重要 
  単純な仮定的独占者基準は利用できない。影響を受ける競争者視点も重要。 
・影響を受ける事業者からの情報が端緒として重要 
 
・直接影響を受けるセグメントだけでなく、そのセグメントとクロスネットワーク効果
が及ぶセグメントでの悪影響も重要である。→市場画定の問題というより悪影響の評価
の問題として見ることもできる。 
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Ⅲ 競争への影響 
(1) 悪影響のレベル 
 国家補助は原則的に歪曲効果を持つ（レベルプレイングフィールドへの悪影響） 
 しかし、それを超えた悪影響をもつ場合もある。 
 「公正で効果的な競争への重大な悪影響」 
 国家補助によってよりよい取引条件を提示することそれ自体も大きな問題だが、(2)に至
ると特に問題が大きい。 
  
(2)「公正で効果的な競争への重大な悪影響」としてのクラディングアウト等 
有力な事業者が国家補助によって業務を展開することによって、競争事業者が締め出さ

れることになったり，投資やイノベーションを行うインセンティブが抑制される効果など、
競争する力を損なうものと考えられる場合が特に問題となる。 
業務の拡張は選択肢の拡大という意味で消費者厚生にかなっているが、それがクラウデ

ィングアウト等の効果を持つとかえって消費者の選択肢を減少させる。 
多様なメディアによる相互批判、相互検証といった、伝統メディアエコシステムの機能を

破壊しかねないという点にも注意。 
 この場合、公益的目的による正当化は妥当しないものと考えられるのではないか。 
  ∵補助の反公益性が高い 
 なお、公正競争への悪影響という反公益性を正当化するだけの公益性があるかないかの
審査（当事会社に説明責任がある）は、そもそも適切な業務拡張であるか否かの評価として
の側面も有していることに注意。→Ⅱ(4)(b) 
 
 
Ⅳ 競争評価のフレームワーク 
(1) 評価のタイミングー事前評価の必要性 
 不可逆性(ネットワーク効果 etc)、エコシステムを破壊したら戻しようがない 
 
(2) 評価の対象 
 規制コストや実効性からは、ある程度の規模に絞るのが得策かもしれない。 
 200 億円という金額が妥当か否かは別にして、これまで付随的業務について金額キャップ
をつけることで評価なしで済ませてきたのは、その点では賢明かもしれない。 
 Ofcom はかなり詳細に業務拡張を審査してきた。そこまで必要か？ 
絞り込みの基準、質的評価（従来の業務と大きく異なる態様のもの）、量的評価（「想定予

算規模で絞る」 
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2023年４月27日 

総務省・デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会 

「公共放送ワーキンググループ」 御中 

一般社団法人 日本民間放送連盟 

ＮＨＫインターネット活用業務の検討に対する民放連の見解と質問について 

時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。 

平素より民間放送の活動にご理解、ご協力を賜り、厚くお礼申しあげます。 

下記のとおり、ＮＨＫインターネット活用業務の検討に対する見解と質問を提出いたしますの

で、ご査収のうえ、よろしくお取り計らいくださいますようお願いいたします。 

記 

１．民放連の見解 

・ 公共放送ＷＧの主な検討課題は、①インターネット時代に公共放送が担うべき役割、②ネット

活用業務の在り方、③その財源と受信料制度とされています。これまでの議論では、情報空間の

健全性を確保するためにＮＨＫはデジタル空間においても放送と同等の公共性を発揮することが

望ましいとの認識のもと、ＮＨＫのインターネットサービスの「必須業務化」が焦点となり、当初

設定された③の課題を後回しにして、民間事業者との公正競争の検討に着手しました。ＷＧのこ

うした議論の経過を踏まえて、私たちは３つの根本的な疑問や懸念をあらためて申し述べたいと

思います。 

【必須業務化と受信料制度・財源との関係について】 

・ 一つ目は、拡張するデジタル空間において独占的な受信料を財源とする公共メディアは真に必

要なのか、です。ＮＨＫによる綿密な調査結果がＷＧで開示され、ネット空間におけるＮＨＫの

情報提供への期待などが明らかになっています。ただ、ネット進出を強めることにより、視聴者・

国民の負担がどう変わるのかなどは現時点で見通しが立たず、財源をめぐるＷＧでの精緻な議論

を待つ必要があります。 

【必須業務化と情報空間の健全性確保について】 

・ 次に、ＮＨＫのネット業務の拡張の背景・理由とされる情報空間の健全性の確保についてです。

この問題の重要性に異論はありませんが、重要であるがゆえに、プラットフォーム事業者をはじ

め関係事業者や国民各層の代表を集めた大きな枠組みの議論がまずあってしかるべきです。ＮＨ

Ｋのネット業務を加速させるための「錦の御旗」として掲げられることに、強い違和感を覚えざ

るを得ません。

【放送法の下でのインターネット活用業務の適正規模・範囲について】 

・ そして最後に、これが最も大きな疑問と懸念ですが、通信と放送の間に伝送路の違いなどに依

拠した区分が厳然とある中で、放送法に存立基盤を置く特殊法人ＮＨＫがインターネット活用を

拡大するのには限界があるのではないかということです。2013年にＮＨＫのインターネット活用

業務の拡大を提言した総務省の「放送政策に関する調査研究会」は、「放送を目的に設立された特
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殊法人という性格から無限定の実施は不適切」と述べ、任意業務として実施できる判断基準につ

いて、▽公共性が認められる、▽放送の補完の範囲にとどまる（番組との密接関連性、支出規模）、

▽市場への影響の程度――の３点を示し、その後の放送政策の基礎となりました。インターネッ

ト活用業務の予算規模は10億円で始まり、40億円、受信料収入の2.5％、200億円と拡大した経緯が

ありますが、「放送」を規律するための放送法のもとで、それと矛盾しない形でインターネット活

用業務を広げてきたとも言えます。今般のＷＧの議論は、この従来の枠組みを一気に超えていこ

うとしているようにも見えます。 

・ 以上の問題意識に基づき、下記の質問をまとめました。ＮＨＫがかねて標榜されている「公共メ

ディア」への転換は、ＮＨＫ自身がその意図するところを社会に広く説明し、視聴者・国民、多岐

にわたる関係事業者などの理解と協力を得て、初めて進められるものです。議論が円滑に進み、

視聴者・国民各層に理解いただくためにも、ぜひ民放連の質問にご回答いただきたいと思います。

同じ放送法に立脚し、二元体制の一翼を担う民放事業者としてＮＨＫの在り方には極めて高い関

心を持っています。ＮＨＫの将来を決めようとする本ＷＧの議論を正しく理解させていただくた

めにも、ぜひ前向きにご対応くださるよう重ねてお願いいたします。 

・ 民放連はその回答を踏まえて、引き続き検討を深めてまいりますので、民放の意見を述べる場

を設けていただきたいと考えます。 

 

２．「公共放送ＷＧ」に対する質問 

【必須業務化と受信料制度・財源との関係について】 

① ＮＨＫの必須業務および任意業務の定義をご教示ください。 

② すでに幅広く展開されているＮＨＫのインターネット活用業務が、任意業務から必須業務に変

わることによって、視聴者・国民にとって何が変わるのか、よく分かりません。見解をご教示くだ

さい。 

③ 仮にＮＨＫインターネット活用業務を必須業務化する場合、ＮＨＫが負う義務や規律を具体的

にご教示ください。（例：放送に課されているあまねく受信義務、重大事故の報告、安全信頼性基

準の適合、放送番組審議会、受信料契約、▽現行のインターネット活用業務に課されている費用

上限、インターネット活用業務実施基準の認可、同実施計画の届出、▽業務管理体制（ガバナン

ス）など。） 

④ 放送法において、インターネット配信を放送のように規律する考えでしょうか。そうであれば、

その根拠をご教示ください。 

⑤ インターネット活用業務の必須業務化を志向するのであれば、インターネット視聴と受信料制

度・財源との整合性の検討が必要と考えますが、見解をご教示ください。必要とすれば、具体的な

検討はいつ開始するお考えでしょうか。 

⑥ ＮＨＫから、テレビ受信機を持たないがＮＨＫプラスを視聴したいニーズがあるとの説明があ

り、「公共放送ＷＧ」では、端末（アプリ）認証を行って課金するなどの意見がありました。これ

についても、受信料制度との整合性の検討が必要と考えますが、見解をご教示ください。 

 

【必須業務化と情報空間の健全性確保について】 

⑦ ＮＨＫのインターネット活用業務が、任意業務から必須業務に変わることによって、なぜ情報

空間の健全性が高まることになるのか、見解をご教示ください。 

⑧ 情報空間の健全性確保においては、「特定デジタルプラットフォーム提供者」のユーザへの責務
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など、放送法の外側にあるネット配信全般についての検討も必要と考えますが、「公共放送ＷＧ」

あるいは総務省において、そのような検討を行う考えはあるでしょうか。 

⑨ ＮＨＫのインターネット活用業務を必須業務化することは、わが国最大のメディアであるＮＨ

Ｋの強大な地位を、インターネットの世界において固定化しかねず、ひいては受信料財源の動画

配信事業者を新たに作ることになりかねないと考えますが、その社会的意味や是非を含め、見解

をご教示ください。 

 

【放送法の下でのインターネット活用業務の適正規模・範囲について】 

⑩ 仮にＮＨＫインターネット活用業務を必須業務化する場合、放送法第20条の第１項に限定列挙

された、中波放送、超短波放送、テレビジョン放送、衛星基幹放送、放送・受信の進歩発達に必要

な調査研究、国際放送等と同列に、インターネット業務を規定するお考えでしょうか。仮にイン

ターネット活用業務を区分し、一部を必須業務、残りを任意業務とする場合は、どのように規定

にするお考えでしょうか。 

⑪ ＮＨＫは電波の「放送」を行うために、テレビ受信機に紐づく受信料を独占的に徴収すること

が認められています。現行の受信料制度を継続する前提においては、「放送政策に関する調査研究

会」が述べたとおり「放送を目的に設立された特殊法人という性格から無限定の実施は不適切」

であり、ＮＨＫのインターネット活用業務は「放送」と同等かつ付随的（小規模）なサービスに限

られると考えますが、見解をご教示ください。 

⑫ 有力な公的企業が国家補助を受けた経済活動を行うと競争歪曲のおそれがあるとの指摘が有識

者からありました。公正競争の議論においては、先に具体的なサービスを特定して検討すべきで

あり、対象業務が抽象的なままでは、抽象的な議論にしかならないことを懸念しますが、見解を

ご教示ください。 

⑬ 民放連は2022年11月24日開催の「公共放送ＷＧ」第３回会合のヒアリングにおいて、ＮＨＫイ

ンターネット活用業務は公正競争を阻害しないために、▽放送番組の「理解増進情報」を拡大解

釈しない、▽ネットオリジナルコンテンツの制作・配信はしない、▽広告収入を得ない、▽予算に

厳格な歯止めを設ける――などの取り組みが最低限必要と述べました。こうした民放連の考えに

対する見解をご教示ください。 

 

以 上 
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２０２３年５月１９日 

総務省「公共放送ワーキンググループ」御中 

NHKインターネット活用業務の検討に対する意見 

一般社団法人日本新聞協会 

メディア開発委員会

総務省「公共放送ワーキンググループ」（以下、WG）はこれまでNHKインターネット活用

業務の在り方について検討してきた。当委員会は昨年 11 月 24 日の第 3 回会合に出席し、巨

額の受信料を財源に NHKがネット業務を際限なく拡大すれば、新聞をはじめ他メディアとの

公正競争が阻害され、言論の多様性やメディアの多元性が損なわれかねないと指摘した。また、

NHK の在り方をまず問い直した上で、公正競争の確保に十分留意する精緻な議論を求めた。

しかし、その後の貴 WG の検討状況を見る限り、こうした論点を十分に吟味しないままイン

ターネット業務の「本来（必須）業務化」ありきの議論をしているといわざるを得ない。議論

の前提として、NHK自らが考えるインターネット業務の具体像を示し、国民や視聴者、関係

する事業者の理解を得て進めることが必要であり、早期に実現すべきだ。 

当委員会の問題意識を以下に挙げるとともに、別紙に質問事項をまとめた。質問はNHKの

インターネット業務に関して議論する上で不可欠なポイントである。WG で議論をしたうえ

で一点一点、回答をお願いしたい。 

【情報空間の健全性確保とネット業務の関係】 

貴 WG が課題として掲げた情報空間の健全性は、放送制度・放送政策の枠組みを超えた問

題である。NHKがネット業務を本来（必須）業務にすれば、メディアの多元性や言論の多様

性に影響するというのは貴 WG でも指摘された問題である。こうした民主主義の根幹にかか

わる論点について、放送政策、なかでも公共放送を専門的に議論する貴 WG のみで結論を出

すのは妥当ではないのではないか。放送に関連する事業者や専門家だけでなく、より幅広い主

体を交えて開かれた議論が行われるべきだ。 

NHKのネット業務拡大が情報空間の健全性確保に不可欠だという論理にも、強い違和感が

ある。これまでの貴 WG の会合で「偽情報やフィルターバブルなど情報空間の弊害を直接是

正する可能性は限定的」（曽我部真裕構成員）という重要な指摘があったものの、その後は十

分な議論がなされていない。また、NHKだけでなく、民放や新聞なども公共的な役割を担い、

信頼できる情報を提供している。そうした視点を改めて確認し、NHKの役割、多様な報道機

関との競争環境について議論すべきだ。NHKのネット業務拡大が情報空間全体の改善にどの

程度寄与するか、その効果が他の報道機関などに与える悪影響より優先されるのかを示すべき

である。NHKがネット業務を拡大したとしても、メディアの多元性を損なうようでは本末転

倒といえる。一度棄損されたメディアの多元性や言論空間が元の姿を取り戻すことは難しく、

そうした点に留意した議論が行われるべきだ。 
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【受信料を原資としたネット業務拡大の是非】 

フェイクニュース（偽情報）の拡散など情報空間の課題が顕在化しているとの認識に賛同す

る。しかし、テレビ受像機にひも付く受信料を原資にする NHKがネット上の課題解決に向け

て役割を果たすことの是非については、十分に議論されていない。受信料は公共放送を支える

制度の根幹であり、国民や視聴者にとっても関心が高い。4 月 27 日の第 7 回会合でようやく

検討が始まったが、さらなる深掘りの議論が必要ではないか。 

 当委員会はかねて、NHKのネット業務について、放送番組に関連づけられた補助的な内容

の「理解増進情報」やプラットフォームとの結びつきの拡大などの課題も指摘してきた。ネッ

ト業務は放送の補完と規定されていながらなし崩し的に拡大している。そうした問題の検証も

不十分ではないだろうか。他の報道機関と比べて圧倒的に強固な体制もある中で、ネット業務

の拡大が他の民間メディアとの公正競争に与える悪影響を懸念している。一方で、受信料とい

う限られた財源の中で、ネット業務を際限なく拡大すれば、放送にそのしわ寄せが及ぶ可能性

もある。ネットを有効活用できない高齢者などへの影響も検討課題だと考える。 

貴 WG では、こうした懸念への議論が十分とは言えない。既存の補完業務では何ができな

いのか、本来業務化によって何を変えるのかなども、狙いを含めて具体的に示さないのは問題

だと考える。 

 

【議論の進め方に対する懸念】 

貴WGは 2月 24日の第 5回会合以降、事務局がまとめた資料「論点と考え方」に基づいて

テーマごとに検討している。テーマごとの個別の検討を終えた後、最終的に包括的に検討する

としているが、今夏に取りまとめを予定するなら十分な時間は残されていない。総務省がこれ

まで求めてきた業務・受信料・ガバナンスの「三位一体改革」の趣旨を踏まえればさまざまな

テーマを関連付けた議論が極めて重要であり、このままでは全体として整合性が取れた結論が

得られるのか疑問だ。多くの論点で二者択一の議論がなされ、「本来（必須）業務化ありき」

で審議が進められているという懸念が拭いきれない。スケジュールのみを優先し、検討を拙速

に進めてはならない。 

 

【NHKによる説明の必要性】 

複数の有識者から指摘があった通り、本来、NHK自らが考える業務の将来像を説明するこ

とが議論の出発点であるべきだ。NHKが目指す「本来（必須）業務化」の範囲はどこまでか。

同時配信、見逃し配信、オンデマンド、もしくはテキストも含むのか。料金は、アプリ導入に

よる課金制か、無料か。民間メディアが被る悪影響をどう考慮するのか。NHKの意見表明が

いまだになく、貴 WG が、こうした議論を抜きにしたまま、「NHK はネット空間でも公共的

な役割を果たすべき」という抽象的な意見のみで「本来（必須）業務化」に突き進んでいるよ

うに見えるのは大きな問題だ。NHKに対して、早期に貴WGの会合で説明することを要請し

てほしい。その際NHKは、これまで指摘があった理解増進情報に対する懸念や、構成員で意

見が一致した事前の競争ルールの導入などについても考えを述べ、国民や視聴者、関係する事

業者の理解を得るべきだ。また貴 WG には、その回答を踏まえて当委員会にも意見を述べる

場を設けてほしい。 

以  上 
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公共放送WGに対する質問事項 

  

 ①NHK のネット業務拡大がどのように情報空間の健全性確保につながるかは明確でなく、

メディアの多元性から見ると逆効果になりかねないとの指摘もある。NHKのネット業務

拡大と、情報空間の健全性確保の関係についてどう考えるのか。 

②NHKはすでに理解増進情報などの名目でネット業務を幅広く展開している。現状のネッ

ト業務は情報空間の課題解決にどの程度寄与してきたと考えるのか。 

③民主主義を維持するためのメディアの多元性の重要性をどう捉えているのか。NHKのネ

ット業務拡大によって、メディアの多元性にどの程度影響が出ると考えるのか。 

④仮に NHKのネット業務を必須業務とする場合、新聞・通信社や民放以外の事業者への影

響も考慮する必要はないか。他にどのような企業や組織、団体に影響が出ると考えるか。

またこうした事業者からも意見を聞く必要性をどう考えるか。 

⑤放送の持つ公共性と、ネット空間の公共性の違いをどのように考えるか。ネット空間の公

共性をどのような枠組みで制度化するのか。通信・ネットの領域を放送法の改正で規定す

ることは適切なのか。放送制度の枠を超えた議論が必要になると考えるが、どう対応する

か。 

 ⑥「NHKニュース防災」アプリや「NHK NEWS WEB」「NHK政治マガジン」など、理

解増進情報として展開しているサービスは、受信料を支払わなくても利用できる。受信料

制度の整合性などをどう考えるか。ネットのオリジナルコンテンツも多いが、問題はない

とみているのか。必須業務化を考える際に検証する必要はないのか。 

 ⑦ネット業務の必須業務化の可否については、NHKがまず具体的な業務構想を示し、その

効果、他の事業者や市場への影響について十分議論を重ねた上で検討すべきではないか。

これまでの議論の進め方はあるべき姿とは順序が異なっているのではないか。 

 ⑧任意業務から必須業務となった場合、具体的に業務展開はどう変わるのか。あるいは何が

可能になるのか。任意業務のままでは、具体的にどのようなデメリットがあり、変更する

必要があると考えるのか。国民・視聴者にとっても分かりやすく説明すべきではないか。 

 ⑨受信料という原資だけでなく、受信料を基に築き上げてきた組織体制や設備などもあり、

報道分野でのNHKは圧倒的な存在感がある。ネットを必須業務にした場合も巨大な組織

や人員を活用すれば、収支を勘案してネット業務に取り組む他の報道機関は公正な競争が

難しいのではないか。 

 ⑩NHKの業務、受信料、ガバナンスの「三位一体改革」は道半ばだ。ネット業務拡大を議

論する前に、まずは、貴 WG でこれまでの NHK による「三位一体改革」の検証をする

べきではないか。また、「経営委員会のガバナンスを含む、ＮＨＫのガバナンス改革が必

要」との指摘もあったが、どう検討するのか。 

 

以  上 
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２０２３年６月７日 

「NHKのインターネット活用業務の今後について」に対する意見 

（総務省 第９回「公共放送ワーキンググループ」ヒアリング） 

一般社団法人日本新聞協会 

メディア開発委員会

当委員会は 5月 19日付で、総務省「公共放送ワーキンググループ（WG）」に「NHKイン

ターネット活用業務の検討に対する意見」を提出した。その際、NHKのネット業務について

議論する際に不可欠な前提として 10項目の質問を示した。民放連も質問を提出している。ま

ず、速やかにこうした懸念や疑問に関して討議し、回答するよう改めて求める。また、回答

後、WGがとりまとめをする前に当委員会に意見表明する機会を設けていただきたい。 

当委員会は 19日付の意見で、NHK自らがインターネット活用業務の希望を具体的に示す

べきだと指摘していた。貴WGの第 8回会合でNHKは必須業務化の範囲などについて初め

て考えを表明したが、「放送と同様の効用」や「『放送』と同一の情報内容」など具体性を欠

く説明を繰り返した。なぜ必須業務化が必要なのか、必須業務化で何をどう変えるのかとい

う根本的な疑問への回答はなく、視聴者や利用者にとって重要なサービスの具体像、有料・

無料エリアの線引きも示さなかった。当委員会が繰り返し指摘してきた理解増進情報の課題

についても、懸念を払拭する説明はなく、構成員の質問と返答の内容がかみ合わない場面も

目立った。抽象的な議論に基づいて制度設計を進めれば、現状の理解増進情報のように業務

範囲が際限なく拡大することになりかねない。新聞をはじめ他メディアとの公正競争が阻害

され、言論の多様性やメディアの多元性が損なわれかねない、との懸念は深まった。こうし

た問題を解消しないまま議論を取りまとめることは、制度設計を事実上、総務省や NHK に

委ねることに等しいのではないか。一度棄損されたメディアの多元性や言論空間が元の姿を

取り戻すことは難しく、情報空間の健全性確保といった点にも逆行する可能性がある。 

競争評価などを NHK 内部で済ませる考え方にも異論が相次いだ。ガバナンスの在り方に

ついてさらに検討を深めるべきだ。第 8 回会合以降、NHK が業務として認められていない

衛星放送のネット配信経費を予算に盛り込んでいた問題が判明した。NHKは、内部では 4月

に発覚し、5月 16日の経営委員会に報告したにも関わらず、その後 2週間も公表せず、報道

があった翌 30 日に初めて説明した。経営委員会や監査委員会を含めたガバナンスの問題が

以前から指摘される中、放送同様 NHK 内部の監督・監査のみでインターネット活用業務を

チェックしていくことが難しいという実態が明らかになった。これまで当委員会が重要性を

指摘してきた、業務・受信料・ガバナンスの「三位一体改革」が不十分であることの証左と

いえる。受信料収入で運営する組織であるにもかかわらず、意思決定の過程やその透明性を

軽視しているのではないか。貴WGで議論する領域との関係も密接で、公表しないまま必須

業務化の意見を表明したことは適切だったのか。 

6 月 2 日に公表された議事録によれば、経営委員会と執行部で経営委員会の役割をめぐり

激しい衝突があった。両者の間で責任の所在が整理できていないことも、ガバナンス上の大
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きな課題だ。議論の前提条件が揺らぎかねない問題が相次いで発覚したことを踏まえ、貴WG

としてインターネット業務の必須化を論じる前に、過去のインターネット業務予算や三位一

体改革の進捗状況を NHKに確認し、検証する必要があると考える。 

 第 8 回会合での NHK の説明に対する当委員会の考え方や疑問点を以下の通りまとめた。

民放連や構成員からも多数の意見・質問が出されているが、回答が示されていない。貴 WG

には、NHKから明確な説明を得た上で、この夏にも予定していた取りまとめを見送り、懸念

の一つ一つについて丁寧に時間をかけて議論するよう求める。 

 

【１．大前提となる視聴者・国民の期待、本検討会・WGで示されたご期待・ご要望】 

基本的な考え方 

・視聴者から期待されているという「情報空間の参照点」の趣旨が不明瞭である。なぜ情報

空間の健全性確保につながるのか、なぜそのために必須業務化が必要なのか、新聞や民間

放送も同様の役割を果たしているのではないかなど、疑問点は多い。また、NHKが情報空

間の参照点を果たしていけるかを議論するためには、具体的な業務やサービスの在り方を

もとに検討すべきだと考える。 

 

【２．NHKのインターネット活用業務に関する基本的な考え方】 

インターネット活用業務に関する基本的な考え方 

・なぜ必須業務化が必要なのか、また、今の補完業務ではなにができないのか具体的な説明

がなされていない。 

・「放送と同様の効用」の定義があいまいで、必須業務化の範囲として適当ではない。現状の

「理解増進情報」もあいまいな定義を拡大解釈し、なし崩し的な業務拡大につながってき

た。構成員から「歯止めがないと言われている理解増進情報と同じ問題が発生するのでは

ないか」との指摘もあったが、同様の事態が起こりかねない。 

・「放送と同様の効用」について議論するのであれば、放送の効用をどのように定義し、どう

効用を測るのかを明確にすべきである。 

 

【３．業務範囲・ガバナンス・負担の在り方】 

基本：「放送の同時配信・見逃し」「報道サイト（「放送」と同一の情報内容の多元提供）」 

・報道サイトが「基本」に含まれていることに疑問と懸念がある。例示されている「NHK 

NEWS WEB」について、当委員会は理解増進情報の具体的な事例として、メディアの多元

性や公正競争の観点から懸念を示してきたが、こうした懸念に対し説明がなされていない。 

・「『放送』と同一の情報内容」の定義があいまいで、拡大解釈につながりかねない。現状の

「NHK NEWS WEB」は、放送内容を再構成するなどして、コンテンツの内容が放送番組

と必ずしも同一とは言えない。また、仮に同一の情報内容であっても、さまざまな機能を

加え提供されている。コンテンツが放送と同一の情報内容であれば、無制限でネット展開

できるとの考え方には疑問だ。 
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放送と同様の効用で異なる態様のもの 

・「放送と同様の効用」「異なる態様」の定義があいまいで拡大解釈につながりかねない。効

用と態様は密接に関連しており、提供する態様が違えば効用も変化することも想定される。

同様の効用だと判断できる根拠も不明だ。 

・「基本」とされた報道サイトなどの部分と、どのように扱いが異なるのかわからず、評価で

きない。 

・「教育コンテンツ」については、報道機関だけでなく、多数の民間企業がネット上で展開し

ている。そうした領域でのネット展開拡大については、さまざまな民間企業からも意見を

聞くべきではないか。 

 

プラットフォーム等を通じた提供をどのように考えるか 

・当該部分の資料は説明が著しく欠落している。 

・「実質的に『自身による提供』であれば、同様の扱いではないか」との記述について、「実

質的に」という文言により拡大解釈が推し進められる恐れが強い。これまでの貴WGでも

構成員からプラットフォームを通じた事業展開について競争政策の観点から慎重な検討を

求める意見があり、当委員会としてもプラットフォーム事業者と結びつきを強めることに

ついて懸念を示してきた。既存の 3 号受信料業務との関係も分からない。第 8 回会合でも

明確な説明はなく、重要な論点にもかかわらず議論を深めることはできていない。 

・「その他の提供形態」については子会社経由等の有料提供を打ち出しているが、原価配賦の

操作によりコストの大部分を受信料負担とすることで、市場競争を破壊する恐れがある。 

 

ガバナンスの在り方 

・「国家補助」事業の拡大に際しては事前ルールの明確化の必要性が指摘され、構成員の議論

でも一致していた部分だ。今回、構成員から多数指摘があったように、経営委員会など NHK

内部による競争評価では、公正競争に対する懸念は払拭されないのではないか。英 BBCの

事例を基に「公共価値テスト」の事例などを紹介しているものの、具体像が明確ではない。

重要な部分にも関わらずあいまいなままでは議論を深めることも難しい。 

・インターネットのニュースに関する市場は、ニュースを発信する事業者だけでなく、流通

に携わるプラットフォーム事業者などさまざまなステークホルダーがおり、複雑になって

いる。必須業務化すると、公正競争への懸念はさらに高まるが、内部のみで競争評価がで

きるのか疑念がある。 

・「公共価値テスト」の対象として新規内容で一定の規模にかかるものが挙げられているが、

これまで、「理解増進情報」のように既に実施しているネット業務についても懸念が示され

ている。仮に公共価値テストのような枠組みを導入するとすれば、こうした懸念があるサ

ービス全てを対象にすべきではないか。 

・構成員から必須業務化した場合の費用上限の考え方について指摘を受け、「考え方はあり得

る」との回答があった。競争ルールだけでなく、自主的な規律の枠組みの重要性も指摘さ

れていたが、具体的な費用上限も含め、NHKが具体的に説明すべきではないか。 
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負担の在り方 

・スマートフォンを所有すればすぐに受信料支払いの対象になることはないということは理

解できるが、「“受益感”が公平性を上回る有料契約＝“サブスク”でもない形」など表現

が抽象的で意味を正確に捉えづらい。議論をすることが困難ではないか。 

・現状、「フリーライドがある」との認識が示されているが、今後この部分をどう整理してい

くかが分からない。 

・放送の視聴者しか視聴できない「公平性」の課題があるとし、コールセンターに寄せられ

た声や SNS 上の意見が紹介されているが、「月数件」などとあり、制度改正を進めるほど

多くの意見だと言えるのか。 

 

（情報空間全体の）多元性確保への貢献 

・情報空間の多元性確保へ貢献するため、他のメディアとの協力に取り組むとの説明は意義

深い。ただし、この点は「本来業務」と資料に記載しており、法定の「必須業務」と別の考

え方なのか、明確にすべきだ。 

・新聞・通信社は正確で信頼できる情報の発信などによって情報空間へ貢献できるよう努め

ており、多元性確保に資する取り組みは重要になる。他方、具体的にどのような全体像を

描き、どのように取り組んでいくのかイメージをつかめなかった。 

 

以  上 
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「NHKのインターネット活用業務の今後について」に関する疑問点 

 

①「情報空間の参照点」は新聞社や民間放送も同様の役割を果たしていると考えることもで

きるが、NHK の特殊な概念なのか。そうだとすれば、その具体像はどのようなサービス

や事業展開なのか。 

②なぜ必須業務化が必要なのか、また、今の補完業務では何ができないのか。NHKとして必

須業務化を行いたいのか。NHKがいう「必須業務」と「本来業務」の定義は異なるのか。 

③「放送と同様の効用」とは、具体的には何を指すのか。既存の「理解増進情報」との関係は

どう整理されるのか。 

④後述のように必須業務の範囲について、「放送の同時配信・見逃し」「報道サイト（「放送」

と同一の情報内容の多元提供）」「放送と同様の効用で異なる態様のもの」の３層で整理さ

れているが、それぞれ具体的にどのようなサービスイメージや料金体系、規律の在り方を

想定しているのか。 

⑤「ニュース防災アプリ」など現在展開しているサービスの中で、「報道サイト」に該当する

ものは何か。「『放送』と同一の情報内容」と「理解増進情報」との関係はどう整理される

のか。 

⑥なぜ「異なる態様」で「放送と同様の効用」が実現できるものがあると言えるのか。 

⑦「基本」とされた部分と、「放送と同様の効用で異なる態様のもの」では、どのように扱い

やルールが異なるのか。とりわけ「報道サイト」との線引きが難しいように感じるが、ど

のように整理するのか。 

⑧既存の外部事業者を通じたコンテンツ提供のルール（3号受信料業務や、2号受信料業務で

展開するプラットフォームを通じた展開など）とはどのように整理できるのか。「自身によ

る提供」のルールが他と異なるのはなぜか。 

⑨「子会社経由等の有料提供」が市場に与える影響をどのように考えるのか。 

⑩競合する民間事業者から、どのように意見を聞くのがよいと考えているか。 

⑪費用上限の導入を検討するか。仮に導入した場合、どのような形になると想定するか。 

⑫新たなサービスではどこまでが無料で、どこからが受信料の対象になるのか。ペイウォー

ルなどを設ける可能性はあるのか。また、ペイウォールを設ける場合、「フリーライド」と

の関係はどう考えるのか。 

⑬「フリーライド」と認識があるにもかかわらず、理解増進情報をはじめネット業務を拡大

してきたことをどう説明するのか。 

⑭「同様の負担」の「同様」とは、料額の水準も含めたものか。 

⑮ネット業務の必須業務化について、メディアの多元性にどの程度影響があると考えている

のか。また、その点を踏まえ、多元性確保への貢献に向けどのような取り組みを行いたい

と考えているのか。 

 

以  上 
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（一社）日本民間放送連盟の質問への回答 

公共放送ワーキンググループ 

令 和 ５ 年 ６ 月  

① ＮＨＫの必須業務および任意業務の定義をご教示ください。

（回答） 

 ＮＨＫの必須業務とは、放送法（昭和 25年法律第 132号）第 15条に定められたＮＨＫの目的

を達成するために、行うこととされている業務（同法第 20 条第１項）をいい、ＮＨＫの任意

業務とは、ＮＨＫの目的を達成するために、行うことができることとされている業務（同条第

２項）をいいます。

② すでに幅広く展開されているＮＨＫのインターネット活用業務が、任意業務から必須業務に変

わることによって、視聴者・国民にとって何が変わるのか、よく分かりません。見解をご教示くだ

さい。

（回答） 

これまでのワーキンググループでは、以下のような議論がなされています。 

 テレビ受信機を持っていないからという理由だけでＮＨＫの放送に接することができないの

は厳しいので、必須業務化することで、テレビ受信機を持っていない人たちにも放送と同じも

のを同時に流してほしい

 任意業務では、テレビをお持ちでない方に対してはＮＨＫのコンテンツが提供できない状態で

あるが、必須業務という位置付けになれば、テレビを持っているかどうかに関わらず、ＮＨＫ

のコンテンツにアクセスできるという意味で、新聞や民間放送と同様に、ＮＨＫもインターネ

ット上で多元性確保の役割を果たすことができる

 インターネット配信領域での国際競争上の圧力と、市場の導入期であることを鑑みれば、業界

リーダーとしてＮＨＫに先行して開拓してもらうことも一種のミッションとして考えられる

 必須業務化によりテレビを持ってない方に対しＮＨＫが新聞や民放と同じ土俵に立つ、その上

で公正な競争環境が確保されれば、多元性確保に資するとの考えに立てるかとの構成員からの

質問に対し、日本新聞協会メディア開発委員会から、その考え方は全く同じだと思うが、現状

でも補完業務で上限２００億円という、民間からしたら莫大なお金を投じて、無料でニュース

防災アプリ等を提供しているわけで、現状でも一定程度同じ土俵で多元性の確保はなされてい

ると思う。これが必須業務になることによって、そんなに予算は増えないという言い方もされ

ているが、そうなると、補完業務と必須業務でどこがどう変わって、同じ土俵の度合いがどこ

までさらに高まるのか、多元性の度合いがどこまでさらによくなるのか、はっきりしない旨回

答があった

このような議論も踏まえ、引き続き、議論・検討を進めていきます。 
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③ 仮にＮＨＫインターネット活用業務を必須業務化する場合、ＮＨＫが負う義務や規律を具体的

にご教示ください。（例：放送に課されているあまねく受信義務、重大事故の報告、安全信頼性基

準の適合、放送番組審議会、受信料契約、▽現行のインターネット活用業務に課されている費用上

限、インターネット活用業務実施基準の認可、同実施計画の届出、▽業務管理体制（ガバナンス）

など。） 

④ 放送法において、インターネット配信を放送のように規律する考えでしょうか。そうであれば、

その根拠をご教示ください。 

 

（回答） 

本ワーキンググループでは、「ＮＨＫのインターネット活用業務の在り方」を検討項目の一つとし、

その中で、インターネット活用業務に課される規制の在り方についても現在、議論を進めていると

ころです。 

これまでのワーキンググループでは、以下のような議論がなされています。 

 インターネット活用業務が必須業務化した場合「あまねく義務」との関係はどうなるのか。実

務上どのようなことが考えられるのかとの構成員からの質問に対し、ＮＨＫから、ネットは原

理的にベストエフォートの技術であることから、その点を踏まえつつ、一定のサービスレベル

を確保する取り組みが必要と考える旨回答があった 

 放送法と同様の規律がインターネット活用業務にもかかるとした場合に、ＮＨＫが業務を行う

上で支障があるか否かとの構成員からの質問に対し、ＮＨＫから、放送は時系列的に提供して

いくものであり、提供の態様がインターネットとは異なるほか、通信と放送の必然的な技術的

差異もあるため、形式的に規律をかけるのではなく、自律的に、実質的に、公平性や多角的論

点提示等の確保が行えるようにしていただきたい旨回答があった 

 インターネット上のコンテンツに放送の規律を当てはめるのではなく、自主自律に委ねるべき 

 仮に必須業務化した場合に、今と同じ程度の費用上限がある場合に何か支障があるかとの構成

員からの質問に対し、ＮＨＫから、一定の費用上限はあり得るが、現在規模から増加していく

ような認識は持っていない旨回答があった 

 必須業務化するのであれば、執行部を監督する経営委員会の強化はマストだが、それでは足り

ないと思っているので、費用の上限も含めて実施基準を策定して、総務省の認可制度にかから

しめることが必要 

 必須業務については、はるかに重い責任や規律がかかっているところ、従来の規律やガバナン

ス体制のままで十分かが問われている 

 インターネット活用業務が仮に本来業務化した場合にどういったセーフガード措置が必要か

との構成員からの質問に対し、貴連盟から、インターネット活用業務の実施基準の変更は事前

認可にしたほうがいい。今、ＮＨＫはこれからどんどんインターネット活用業務にかける経費

を増やしていくコンディションにはないと思うが、やはり一定の目安というのは必須業務にな

っても必要ではないかとの旨の回答があった。また、日本新聞協会メディア開発委員会から、

本来業務化になったとしても、やはりガバナンスは必要。仮に本来業務化にするのであれば、

逆に実施基準をしっかり決めてやっていくことは必要と思う旨回答があった 

このような議論も踏まえ、本ワーキンググループでどこまで議論し、どのような内容をとりまと

め、総務省にその後の具体的検討を求めていくべきかも含め、引き続き、議論・検討を進めていき

ます。 
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⑤ インターネット活用業務の必須業務化を志向するのであれば、インターネット視聴と受信料制

度・財源との整合性の検討が必要と考えますが、見解をご教示ください。必要とすれば、具体的な

検討はいつ開始するお考えでしょうか。 

⑥ ＮＨＫから、テレビ受信機を持たないがＮＨＫプラスを視聴したいニーズがあるとの説明があ

り、「公共放送ＷＧ」では、端末（アプリ）認証を行って課金するなどの意見がありました。これ

についても、受信料制度との整合性の検討が必要と考えますが、見解をご教示ください。 

 

（回答） 

本ワーキンググループでは、「インターネット活用業務の財源と受信料制度」を検討項目の一つと

し、現在、議論を進めているところです。 

これまでのワーキンググループでは、以下のような議論がなされています。 

 放送の分野で受信者共同体に入る人たちには受信料制度をとり、テレビを持っていないが同時

同報のサービスを利用するという道を開く場合は、フリーライドできないようにして公平性を

担保する観点から何らかの負担を求めることは正当化でき、受信料制度と矛盾しないのではな

いか 

 テレビを持っていないが同時同報のサービスを利用するという道を開く場合に、フリーライド

できないようにして公平性を担保する観点から何らかの負担を求めるという考え方について、

どう考えるかとの構成員からの質問に対し、貴連盟から、例えばＮＨＫプラスについて、この

ワーキンググループでの議論でもアプリで視聴の意思を確認してそれを有料化するという意

見があったが、それはＮＨＫオンデマンドの有料提供と同じ性格のものなのか。どういうもの

をイメージされているのかよく分からない旨回答があった 

 テレビを設置しない人のうち、テレビを設置するのと同等の「公共放送を受信できる環境にあ

る者」として、インターネット端末を通じてＮＨＫのコンテンツを受信するために能動的な行

動をとった人から負担を求めることが適切ではないか 

 あるいは、放送コンテンツは、直接視聴しなくても、時代を共有することも含めて利便を受け

るので、全世帯が幅広く費用を負担することが望ましいのではないか 

 ＮＨＫが必須業務化と受信料制度・財源との関係をどのように考えているのか、ネット経由の

みの視聴にどのような負担を求めるのかを、抽象的な言葉ではなく具体的に提案したうえで、

議論を行うべき 

 スマートフォンを所有すればすぐに受信料支払いの対象になるわけではないことは理解でき

るが、「“受益感”が公平性を上回る有料契約＝“サブスク”でもない形」などＮＨＫの資料の

表現が抽象的で、誰もが意味を正確に捉えて議論をすることが困難。「フリーライドがある」

との認識もＮＨＫの資料に示されているが、今後この部分をどう整理していくかがわからない 

このような議論も踏まえ、引き続き、議論・検討を進めていきます。 
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⑦ ＮＨＫのインターネット活用業務が、任意業務から必須業務に変わることによって、なぜ情報

空間の健全性が高まることになるのか、見解をご教示ください。 

⑨ ＮＨＫのインターネット活用業務を必須業務化することは、わが国最大のメディアであるＮＨ

Ｋの強大な地位を、インターネットの世界において固定化しかねず、ひいては受信料財源の動画

配信事業者を新たに作ることになりかねないと考えますが、その社会的意味や是非を含め、見解

をご教示ください。 

 

（回答） 

これまでのワーキンググループでは、以下のような意見が出ています。 

 インターネット配信領域での国際競争上の圧力と、市場の導入期であることを鑑みれば、業界

リーダーとしてＮＨＫに先行して開拓してもらうことも一種のミッションとして考えられる 

 日本では、同時配信の実施が遅れた結果、情報空間に若い世代が参加できなかったり、偽情報

が流布されたり、場が海外サービスに左右されたりすることが危惧される。ＮＨＫに先導的な

役割を果たさせることで、健全な情報空間を確保することがデジタル社会の基本政策として必

要 

 国民全体が共有すべき基本的情報を、信頼性をもって、かつアテンション・エコノミーの虜に

ならない形で提供できるのが公共放送の強み。テレビ保有率が低下傾向にあり放送の視聴習慣

が失われつつある中、公共放送のもたらす便益を放送を見ない層にもどのような形で提供して

いくかが重要 

 もっとも、情報空間の弊害（偽情報、フィルターバブルなど）を直接是正する可能性は限定的 

 必須業務という位置付けになれば、テレビを持っているかどうかに関わらず、ＮＨＫのコンテ

ンツにアクセスできるという意味で、新聞や民間放送と同様、ＮＨＫもインターネット上で多

元性確保の役割を果たすことができる 

 ＮＨＫが視聴者から期待されているという「情報空間の参照点」の趣旨が不明瞭。なぜ情報空

間の健全性確保につながるのか、なぜそのために必須業務化が必要なのか、新聞や民間放送も

同様の役割を果たしているのではないかなど、疑問点が多くある 

なお、松本総務大臣は、国会において、放送は、公共性の高い情報をあまねく伝える、いわば「質

の担保された情報」を提供するといった使命があり、我が国では、公共放送と民間放送とが切磋琢磨

する二元体制の下で、多元な主体による多様な放送が確保されてきたところ、インターネット上で

膨大な情報が行き交う今だからこそ、情報の出し手として存在意義があり、メディアとしての重要

性は増してきている旨を答弁しています 

こうした点も踏まえ、引き続き、議論・検討を進めていきます。 
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⑧ 情報空間の健全性確保においては、「特定デジタルプラットフォーム提供者」のユーザへの責務

など、放送法の外側にあるネット配信全般についての検討も必要と考えますが、「公共放送ＷＧ」

あるいは総務省において、そのような検討を行う考えはあるのでしょうか。 

 

（回答） 

本ワーキンググループにおいては、第１回会合の事務局資料において示されているとおり、 

（１）インターネット時代における公共放送が担うべき役割 

（２）ＮＨＫのインターネット活用業務の在り方 

（３）インターネット活用業務に関する民間放送事業者のとの協力の在り方 

（４）インターネット活用業務の財源と受信料制度 

 を主な検討項目としています。 

 この点に関し、これまでのワーキンググループでは、以下のような議論がなされています。 

 情報空間の健全性確保については、本ワーキンググループだけではなく親会の検討会でも検討

されているところがあり、ワーキンググループの中だけで、ＮＨＫ以外のメディアも含め、ど

ういう役割なのかという議論まではされていないと思われる。一方で、全体としては、メディ

ア全体としてどういう形で推進していくのかといった議論自体はされている部分があり、互い

にレポーティングしあうような会議間の関係性もあるので、一般的な会議体の進め方としては

あり得ると思う。 

 さらに、どういう形で議論を行っていくと議論が深まるのかとの構成員からの質問に対し、貴

連盟から、放送事業者だけではなくて関係するプラットフォーム事業者も入れるということで

あり、その意味では、すでに総務省では「プラットフォームサービスに関する研究会」があり、

そこでは基本的にプラットフォーム事業者の自主自律に任せるという結論だったが、その上で、

放送の中で情報空間の健全性の話をするのは、話の途中から始まっている感じがする旨回答が

あった。 

  

参考-206



6 

 

⑩ 仮にＮＨＫインターネット活用業務を必須業務化する場合、放送法第 20条の第１項に限定列挙

された、中波放送、超短波放送、テレビジョン放送、衛星基幹放送、放送・受信の進歩発達に必要

な調査研究、国際放送等と同列に、インターネット業務を規定するお考えでしょうか。仮にインタ

ーネット活用業務を区分し、一部を必須業務、残りを任意業務とする場合は、どのように規定にす

るお考えでしょうか。 

 

（回答） 

本ワーキンググループでは、「ＮＨＫのインターネット活用業務の在り方」を検討項目の一つとし、

その中で、放送法におけるＮＨＫのインターネット活用業務の位置付けについても現在、議論を進

めているところです。 

これまでのワーキンググループでは、以下のような議論がなされています。 

 インターネット活用業務は必須業務として考えていくべきであり、その上で課題をクリアして

いくべき 

 「インターネット活用業務」は外延が不明確なので、どこまでが必須業務かは別途議論が必要 

 今後、インターネット活用業務が必須業務化したときには、ＮＨＫプラスで地上波のすべての

番組を流す方向なのか、また、ＢＳの番組についてはどう考えているのかとの構成員からの質

問に対し、ＮＨＫから、地上波を念頭に置いており、なるべくすべての番組を流していきたい

が、ＢＳについてはこれからの課題と考えている旨回答があった 

 ＮＨＫの資料にある「放送と同様の効用」はＮＨＫプラスのことを指すのか。また、ＮＨＫ Ｎ

ＥＷＳ ＷＥＢの内容のうち、放送と本当に同一の文字化された内容を特定のコンテンツとし

てみなして、それ以外のところを理解増進情報として定義して、そこは必須業務に含めないと

いう整理が現時点で可能なのかとの構成員からの質問に対し、ＮＨＫから、ＮＨＫプラスが基

本であるが「報道サイト」をまとまりとして考えていきたい、テキストを何でもやろうという

わけではなく、テキストも含めた理解増進情報の部分について再整理をしっかり検討していき

たい旨回答があった 

 ＮＨＫの資料にある「放送と同一の情報内容」や「放送と同様の効用」は、判断基準が不明確。

特に後者の概念は曖昧であり、現在の理解増進情報と同様に、際限なく拡大する危険性をはら

んでいるため不適切 

 ＮＨＫは必須業務化の範囲について「放送と同様の効用」「『放送』と同一の情報内容」など具

体性を欠く説明を繰り返した｡抽象的な議論に基づいて制度設計を進めれば、業務範囲の際限

ない拡大につながりかねない 

具体的な規定ぶりについては、本ワーキンググループにおける検討結果の取りまとめを踏まえ、

総務省において検討されるべき事柄であると考えていますが、本ワーキンググループでどこまで議

論し、どのような内容をとりまとめるべきかも含め、引き続き、議論・検討を進めていきます。 
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⑪ ＮＨＫは電波の「放送」を行うために、テレビ受信機に紐づく受信料を独占的に徴収することが

認められています。現行の受信料制度を継続する前提においては、「放送政策に関する調査研究会」

が述べたとおり「放送を目的に設立された特殊法人という性格から無限定の実施は不適切」であ

り、ＮＨＫのインターネット活用業務は「放送」と同等かつ付随的（小規模）なサービスに限られ

ると考えますが、見解をご教示ください。 

（回答） 

本ワーキンググループでは、「ＮＨＫのインターネット活用業務の在り方」や「インターネット活

用業務の財源と受信料制度」を検討項目の一つとし、現在、議論を進めているところです。 

これまでのワーキンググループでは、以下のような議論がなされています。 

 公共放送の活動領域を広く認めることによってメディア間の競争が阻害され、全体として情報

空間の環境の改善につながらなかったりむしろ悪化してしまったりすることは避けなければ

ならず、全体として何が最適なのかを考慮しつつ、公共放送の活動領域やその規律、費用負担

のあり方を、拙速にならない形で検討する必要 

 ＮＨＫが受信料を財源にインターネット活用業務を際限なく拡大すれば、公正な競争が阻害さ

れ、言論の多様性やメディアの多元性が損なわれ、国民や社会に不利益を及ぼしかねない 

 必須業務化をしていく場合には、競争評価の仕組みを適切に構築、運用することによって、際

限なく拡大するという懸念が払拭できる可能性があるのではないか 

 一部報道によるとテキストニュースを縮小する方針とのことだが、ＮＨＫニュースウェブやテ

レビマガジン等のテキスト系の報道について、今後どうするつもりなのかとの構成員からの質

問に対し、ＮＨＫから、放送でやるべきものをネットでやるということであり、放送でやらな

いようなものはなるべくネットでやらないということが必須業務化。ＮＨＫの本来業務として

の仕事をネットでもやっていきたいということであり、ＮＨＫの役割が純化すると、やるべき

ものがクリアになってくると考える。どういう業務が本来業務としてふさわしいのか、「放送

と同等の効用」にふさわしいのかは、再整理をしっかりしていく必要があると考えている旨回

答があった 

 どういう競争評価の枠組みであれば際限なく拡大される可能性がなくなると考えるかとの構

成員からの質問に対し、貴連盟から、そもそも理解増進情報はインターネット活用業務の範囲

を実体的に広げるために使われてきた言葉。現行法とＮＨＫのインターネット活用業務実施基

準でどこまでができることになっているのか、ＮＨＫはどこまでやっているのかというレビュ

ーが実はないのではないか。ベン図等で明らかにして、現行制度ではできないが、ＮＨＫとし

てやってみたいということを話すのが先ではないかとの旨の回答があった。また、日本新聞協

会メディア開発委員会から、業務を際限なく拡大することになりかねない現状があるので、公

正競争が阻害され再現性が損なわれかねないという懸念が深まっている中で、そもそも理解増

進情報の定義の中に「個別番組に紐付く」というのがあったと思うが、いろんな番組に紐付い

ているのかどうかわからないようなものも現状でもたくさんあるので、その定義もしっかり整

理していくべき旨回答があった 

このような議論も踏まえ、引き続き、議論・検討を進めていきます。 
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⑫ 有力な公的企業が国家補助を受けた経済活動を行うと競争歪曲のおそれがあるとの指摘が有識

者からありました。公正競争の議論においては、先に具体的なサービスを特定して検討すべきで

あり、対象業務が抽象的なままでは、抽象的な議論にしかならないことを懸念しますが、見解をご

教示ください。 

（回答） 

本ワーキンググループでは、「ＮＨＫのインターネット活用業務の在り方」を検討項目の一つとし、

その中で、インターネット活用業務に課される規制の在り方についても現在、議論を進めていると

ころです。 

これまでのワーキンググループでは、以下のような議論がなされています。 

 ＮＨＫが新たな業務を実施する場合に公共性を持つのか、具体的にどこまで実現できているの

かについて、どの時点でチェックするのかを、具体的に制度設計として整理する必要がある。

その際、ＮＨＫ自身が公共性や適切性等についてどこまで明確な考えを持ち、具体的なファク

トや予測を立てて審査する体制を有するかどうかに依存する 

 審査主体には専門的能力と情報収集能力の確保が不可欠。仮に民間の報道機関の経営情報も収

集する可能性を考えれば、どの主体が担うのかとは別に、守秘義務を課した専門家に基礎的な

分析を委託する手続も考える必要がある 

 ステートエイドの問題は抜きがたく、競争ルールの整備や運用について、協会内部のガバナン

スだけで事足りるということには賛同できない。必須業務化するのであれば、執行部を監督す

る経営委員会の強化はマストだが、それでは足りないと思っているので、費用の上限も含めて

実施基準を策定して、総務省の認可制度にかからしめることが必要 

 仮に必須業務化した場合に、今と同じ程度の費用上限がある場合に何か支障があるかとの構成

員からの質問に対し、ＮＨＫから、一定の費用上限はあり得るが、現在規模から増加していく

ような認識は持っていない旨回答があった 

 インターネット活用業務が仮に本来業務化した場合にどういったセーフガード措置が必要か

との構成員からの質問に対し、貴連盟から、インターネット活用業務の実施基準の変更は事前

認可にしたほうがいい。今、ＮＨＫはこれからどんどんインターネット活用業務にかける経費

を増やしていくコンディションにはないと思うが、やはり一定の目安というのは必須業務にな

っても必要ではないかとの旨の回答があった。また、日本新聞協会メディア開発委員会から、

本来業務化になったとしても、やはりガバナンスは必要。仮に本来業務化にするのであれば、

逆に実施基準をしっかり決めてやっていくことは必要と思う旨回答があった 

 強い批判が出ている理解増進情報についてＮＨＫとしてどのように評価するか、また、放送番

組に関連しないようなコンテンツの配信についてどのように考えているのかとの構成員から

の質問に対し、ＮＨＫから、インターネット活用業務が「放送番組の理解増進情報」ではなく

必須業務となることで、公共放送のミッションそのものを体現する引き締まったものになると

考えている旨回答があった 

このような議論も踏まえ、引き続き、議論・検討を進めていきます。 
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⑬ 民放連は 2022年 11月 24日開催の「公共放送ＷＧ」第３回会合のヒアリングにおいて、ＮＨＫ

インターネット活用業務は公正競争を阻害しないために、▽放送番組の「理解増進情報」を拡大解

釈しない、▽ネットオリジナルコンテンツの制作・配信はしない、▽広告収入を得ない、▽予算に

厳格な歯止めを設けるなどの取り組みが最低限必要と述べました。こうした民放連の考えに対す

る見解をご教示ください。 

（回答） 

本ワーキンググループでは、「ＮＨＫのインターネット活用業務の在り方」を検討項目の一つとし、

その中で、放送法におけるＮＨＫのインターネット活用業務の位置付けやインターネット活用業務

に課される規制の在り方についても現在、議論を進めているところです。 

これまでのワーキンググループでは、以下のような議論がなされています。 

 強い批判が出ている理解増進情報についてＮＨＫとしてどのように評価するか、また、放送番

組に関連しないようなコンテンツの配信についてどのように考えているのかとの構成員から

の質問に対し、ＮＨＫから、インターネット活用業務が「放送番組の理解増進情報」ではなく

必須業務となることで、公共放送のミッションそのものを体現する引き締まったものになると

考えている旨回答があった 

 どういう競争評価の枠組みであれば際限なく拡大される可能性がなくなると考えるかとの構

成員からの質問に対し、貴連盟から、そもそも理解増進情報はインターネット活用業務の範囲

を実体的に広げるために使われてきた言葉。現行法とＮＨＫのインターネット活用業務実施基

準でどこまでができることになっているのか、ＮＨＫはどこまでやっているのかというレビュ

ーが実はないのではないか。ベン図等で明らかにして、現行制度ではできないが、ＮＨＫとし

てやってみたいということを話すのが先ではないかとの旨の回答があった。また、日本新聞協

会メディア開発委員会から、業務を際限なく拡大することになりかねない現状があるので、公

正競争が阻害され再現性が損なわれかねないという懸念が深まっている中で、そもそも理解増

進情報の定義の中に「個別番組に紐付く」というのがあったと思うが、いろんな番組に紐付い

ているのかどうかわからないようなものも現状でもたくさんあるので、その定義もしっかり整

理していくべき旨回答があった 

 本来的な財源というより民放への協力資金として広告収入を得ていくことも将来的に考えら

れるが、ＮＨＫとしてどう考えるかとの構成員からの質問に対し、ＮＨＫから、論点としては

あり得るが、広告財源と受信料財源は放送の二元体制のコアである旨回答があった 

 仮に必須業務化した場合に、今と同じ程度の費用上限がある場合に何か支障があるかとの構成

員からの質問に対し、ＮＨＫから、一定の費用上限はあり得るが、現在規模から増加していく

ような認識は持っていない旨回答があった 

 必須業務化した場合、ＮＨＫにおいてインターネット活用業務に関する費用の範囲や上限をあ

る程度明確にした上で、ほかの業務との費用の按分方法も適正に定めるなど、会計上の透明性

確保を図っていく必要がある 

 インターネット活用業務が仮に本来業務化した場合にどういったセーフガード措置が必要か

との構成員からの質問に対し、貴連盟から、インターネット活用業務の実施基準の変更は事前

認可にしたほうがいい。今、ＮＨＫはこれからどんどんインターネット活用業務にかける経費

を増やしていくコンディションにはないと思うが、やはり一定の目安というのは必須業務にな

っても必要ではないかとの旨の回答があった。また、日本新聞協会メディア開発委員会から、

本来業務化になったとしても、やはりガバナンスは必要。仮に本来業務化にするのであれば、

逆に実施基準をしっかり決めてやっていくことは必要と思う旨回答があった 

このような議論も踏まえ、引き続き、議論・検討を進めていきます。 
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（一社）日本新聞協会メディア開発委員会の 

質問への回答 

公共放送ワーキンググループ 

令 和 ５ 年 ６ 月 

① ＮＨＫのネット業務拡大がどのように情報空間の健全性確保につながるかは明確ではなく、メ

ディアの多元性から見ると逆効果になりかねないとの指摘もある。ＮＨＫのネット業務拡大と、情

報空間の健全性確保の関係についてどう考えるのか。

② ＮＨＫはすでに理解増進情報などの名目でネット業務を幅広く展開している。現状のネット業

務は情報空間の課題解決にどの程度寄与してきたと考えるか。

（回答） 

これまでのワーキンググループでは、以下のような意見が出ています。 

 インターネット配信領域での国際競争上の圧力と、市場の導入期であることを鑑みれば、業界

リーダーとしてＮＨＫに先行して開拓してもらうことも一種のミッションとして考えられる

 日本では、同時配信の実施が遅れた結果、情報空間に若い世代が参加できなかったり、偽情報

が流布されたり、場が海外サービスに左右されたりすることが危惧される。ＮＨＫに先導的な

役割を果たさせることで、健全な情報空間を確保することがデジタル社会の基本政策として必

要

 国民全体が共有すべき基本的情報を、信頼性をもって、かつアテンション・エコノミーの虜に

ならない形で提供できるのが公共放送の強み。テレビ保有率が低下傾向にあり放送の視聴習慣

が失われつつある中、公共放送のもたらす便益を放送を見ない層にもどのような形で提供して

いくかが重要

 もっとも、情報空間の弊害（偽情報、フィルターバブルなど）を直接是正する可能性は限定的

 必須業務という位置付けになれば、テレビを持っているかどうかに関わらず、ＮＨＫのコンテ

ンツにアクセスできるという意味で、新聞や民間放送と同様、ＮＨＫもインターネット上で多

元性確保の役割を果たすことができる

 ＮＨＫが視聴者から期待されているという「情報空間の参照点」の趣旨が不明瞭。なぜ情報空

間の健全性確保につながるのか、なぜそのために必須業務化が必要なのか、新聞や民間放送も

同様の役割を果たしているのではないかなど、疑問点が多くある

なお、松本総務大臣は、国会において、放送は、公共性の高い情報をあまねく伝える、いわば「質

の担保された情報」を提供するといった使命があり、我が国では、公共放送と民間放送とが切磋琢

磨する二元体制の下で、多元な主体による多様な放送が確保されてきたところ、インターネット上

で膨大な情報が行き交う今だからこそ、情報の出し手として存在意義があり、メディアとしての重

要性は増してきている旨を答弁しています 

こうした点も踏まえ、引き続き、議論・検討を進めていきます。 
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③ 民主主義を維持するためのメディアの多元性の重要性をどう捉えているのか。ＮＨＫのネット

業務拡大によって、メディアの多元性にどの程度影響が出ると考えるのか。 

④ 仮にＮＨＫのネット業務を必須業務とする場合、新聞・通信社や民放以外の事業者への影響も

考慮する必要はないか。他にどのような企業や組織、団体に影響が出ると考えるか。またこうし

た事業者からも意見を聞く必要性をどう考えるか。 

⑨ 受信料という原資だけでなく、受信料を基に築き上げてきた組織体制や設備などもあり、報道

分野でのＮＨＫは圧倒的な存在感がある。ネットを必須業務にした場合も巨大な組織や人員を活

用すれば、収支を勘案してネット業務に取り組む他の報道機関は公正な競争が難しいのではない

か。 

 

（回答） 

 本ワーキンググループでは、「ＮＨＫのインターネット活用業務の在り方」を検討項目の一つとし、

現在、議論を進めているところです。 

 これまでのワーキンググループでは、以下のような議論がなされています。 

 ＮＨＫのインターネットへの進出がメディアの多元性によって提供される価値を毀損してはな

らない。ＮＨＫのネット進出により他メディアの存在が脅かされるとしたら、情報空間を悪化さ

せることになり本末転倒 

 必須業務化をしていく場合には、競争評価の仕組みを適切に構築、運用することによって、際限

なく拡大するという懸念が払拭できる可能性があるのではないか 

 審査主体には専門的能力と情報収集能力の確保が不可欠。仮に民間の報道機関の経営情報も収

集する可能性を考えれば、どの主体が担うのかとは別に、守秘義務を課した専門家に基礎的な分

析を委託する手続も考える必要がある 

 ステートエイドの問題は抜きがたく、競争ルールの整備や運用について、協会内部のガバナンス

だけで事足りるということには賛同できない。必須業務化するのであれば、執行部を監督する経

営委員会の強化はマストだが、それでは足りないと思っているので、費用の上限も含めて実施基

準を策定して、総務省の認可制度にかからしめることが必要 

 仮に必須業務化した場合に、今と同じ程度の費用上限がある場合に何か支障があるかとの構成

員からの質問に対し、ＮＨＫから、一定の費用上限はあり得るが、現在規模から増加していくよ

うな認識は持っていない旨回答があった 

 必須業務化した場合、ＮＨＫにおいてインターネット活用業務に関する費用の範囲や上限をあ

る程度明確にした上で、ほかの業務との費用の按分方法も適正に定めるなど、会計上の透明性確

保を図っていく必要がある 

 インターネット活用業務が仮に本来業務化した場合にどういったセーフガード措置が必要かと

の構成員からの質問に対し、日本民間放送連盟から、インターネット活用業務の実施基準の変更

は事前認可にしたほうがいい。今、ＮＨＫはこれからどんどんインターネット活用業務にかける

経費を増やしていくコンディションにはないと思うが、やはり一定の目安というのは必須業務

になっても必要ではないかとの旨の回答があった。また、貴委員会から、本来業務化になったと

しても、やはりガバナンスは必要。本来業務になったからこそ、逆に実施基準をしっかり決めて

やっていくことは必要と思う旨回答があった 

 このような議論も踏まえ、引き続き、議論・検討を進めていきます。 

参考-212



3 

 

⑤ 放送の持つ公共性と、ネット空間の公共性の違いをどのように考えるか。ネット空間の公共性

をどのような枠組みで制度化するのか。通信・ネットの領域を放送法の改正で規定することは適

切なのか。放送制度の枠を超えた議論が必要になると考えるが、どう対応するか。 

 

（回答） 

これまでのワーキンググループでは、以下のような議論がなされています。 

 今もうこれだけ時代が移ってきている中で、１人１台のテレビはないけれども、１人１台のスマ

ホがあるという状態の中で、自分と常に一緒にいるもののところで放送を見たい。それも同時放

送以外の形でもいろいろ選択ができるような形で見たいというのは、本当に時代の動きだと思

うので、これは本来業務としてガバナンスを効かせながら見ていくものだろう 

 重要なのは、時代の変化の中にあって、メディアから情報を受ける国民にとって、より多様で、

そして普段の生活のみならず災害時の非常時等、様々な意味で役に立つプログラムが提供され

ることであると考える。国民の受益の中身がよりリッチになるように必要なことは何か、議論を

尽くすべき 

 テレビ受信機を持っていないからという理由だけでＮＨＫの放送に接することができないのは

厳しいので、必須業務化することで、テレビ受信機を持っていない人たちにも放送と同じものを

同時に流してほしい 

 任意業務では、テレビをお持ちでない方に対してはＮＨＫのコンテンツが提供できない状態で

あるが、必須業務という位置付けになれば、テレビを持っているかどうかに関わらず、ＮＨＫの

コンテンツにアクセスできるという意味で、新聞や民間放送と同様に、ＮＨＫもインターネット

上で多元性確保の役割を果たすことができる 

 このような考えに立てるかとの構成員からの質問に対し、貴委員会から、その考え方は全く同じ

だと思うが、現状でも補完業務で上限２００億円という、民間からしたら莫大なお金を投じて、

無料でニュース防災アプリ等を提供しているわけで、現状でも一定程度同じ土俵で多元性の確

保はなされていると思う。これが必須業務になることによって、そんなに予算は増えないという

言い方もされているが、そうなると、補完業務と必須業務でどこがどう変わって、同じ土俵の度

合いがどこまでさらに高まるのか、多元性の度合いがどこまでさらによくなるのか、はっきりし

ない旨の回答があった  

 具体的な規定ぶりについては、本ワーキンググループにおける検討結果の取りまとめを踏まえ、

総務省において検討されるべき事柄であると考えていますが、本ワーキンググループでどこまで議

論し、どのような内容をとりまとめるべきかも含め、引き続き、議論・検討を進めていきます。 
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⑥ 「ＮＨＫニュース防災」アプリや「ＮＨＫ ＮＥＷＳ ＷＥＢ」「ＮＨＫ政治マガジン」など、理

解増進情報として展開しているサービスは、受信料を支払わなくても利用できる。受信料制度の

整合性などをどう考えるか。ネットのオリジナルコンテンツも多いが、問題はないとみているの

か。必須業務化を考える際に検証する必要はないのか。 

 

（回答） 

 インターネット活用業務については、総務大臣の認可を受けたインターネット活用業務実施基準

に従って行わなければならないとされ（放送法第 20条第 12項）、総務大臣が認可するに当たって

は、インターネット活用業務の種類、内容及び実施方法並びに料金その他の提供条件に関する事

項が受信料制度の趣旨に照らして不適切なものでないことを審査することとなっています（同条

第 11項第３号）。 

 これまでのワーキンググループでは、以下のような議論がなされています。 

 強い批判が出ている理解増進情報についてＮＨＫとしてどのように評価するか、また、放送番

組に関連しないようなコンテンツの配信についてどのように考えているのかとの構成員からの

質問に対し、ＮＨＫから、①現在の「理解増進情報」は「放送番組の理解増進情報」となってい

るため、個別放送番組と結びつくネットコンテンツ等が理解増進のために制作、提供される形

となっている。放送が必須業務であることから、これにネットから誘導を図る効果は存在して

おり、一定の評価はできる。②インターネット活用業務が「放送番組の理解増進情報」ではなく

必須業務となることで、公共放送のミッションそのものを体現する引き締まったものになると

考えている旨回答があった 

 必須業務化をしていく場合には、競争評価の仕組みを適切に構築、運用することによって、際限

なく拡大するという懸念が払拭できる可能性があるのではないか 

 どういう競争評価の枠組みであれば際限なく拡大される可能性がなくなると考えるかとの構成

員からの質問に対し、日本民間放送連盟から、そもそも理解増進情報はインターネット活用業

務の範囲を実体的に広げるために使われてきた言葉。現行法とＮＨＫのインターネット活用業

務実施基準でどこまでができることになっているのか、ＮＨＫはどこまでやっているのかとい

うレビューが実はないのではないか。ベン図等で明らかにして、現行制度ではできないが、ＮＨ

Ｋとしてやってみたいということを話すのが先ではないかとの旨の回答があった。また、貴委

員会から、業務を際限なく拡大することになりかねない現状があるので、公正競争が阻害され

再現性が損なわれかねないという懸念が深まっている中で、そもそも理解増進情報の定義の中

に「個別番組に紐付く」というのがあったと思うが、いろんな番組に紐付いているのかどうかわ

からないようなものも現状でもたくさんあるので、その定義もしっかり整理していくべき旨回

答があった 

 インターネット活用業務が仮に本来業務化した場合にどういったセーフガード措置が必要かと

の構成員からの質問に対し、日本民間放送連盟から、インターネット活用業務の実施基準の変

更は事前認可にしたほうがいい。今、ＮＨＫはこれからどんどんインターネット活用業務にか

ける経費を増やしていくコンディションにはないと思うが、やはり一定の目安というのは必須

業務になっても必要ではないかとの旨の回答があった。また、貴委員会から、本来業務化になっ

たとしても、やはりガバナンスは必要。仮に本来業務化にするのであれば、逆に実施基準をしっ

かり決めてやっていくことは必要と思う旨回答があった 

このような議論も踏まえ、引き続き、議論・検討を進めていきます。 
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⑦ ネット業務の必須業務化の可否については、ＮＨＫがまず具体的な業務構想を示し、その効果、

他の事業者や市場への影響について十分議論を重ねた上で検討すべきではないか。これまでの議

論の進め方はあるべき姿とは順序が異なっているのではないか。 

（回答） 

 ＮＨＫからは、５月２６日の第８回会合において、 

 ＮＨＫには「情報空間の参照点」と同時に、「多元性の確保への貢献」が求められているのでは

ないか 

 業務範囲については「放送と同時配信・見逃し」と「報道サイト（「放送」と同一の情報内容の

多元提供）」が基本であり、これら以外は「放送と同様の効用が、異なる態様」で実現されるも

のについて実施 

 ガバナンスについては、新規内容で一定の規模にかかるものは、（経営委員会の監督のもと）い

わゆる「公共価値テスト」を事前実施ののち、追加することとなるのではないか 

 また、ＢＢＣ等で行われているように、数年に一度、全体状況の変化に合わせた競争レビューを

行うこともあり得るのではないか 

 といった考えが示されたところであり、この内容も踏まえ、引き続き、議論・検討を進めていきま

す。 
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⑧ 任意業務から必須業務となった場合、具体的に業務展開はどう変わるのか。あるいは何が可能

になるのか。任意業務のままでは、具体的にどのようなデメリットがあり、変更する必要がある

と考えるのか。国民・視聴者にとってもわかりやすく説明すべきではないか。 

（回答） 

 これまでのワーキンググループでは、以下のような議論がなされています。 

 テレビ受信機を持っていないからという理由だけでＮＨＫの放送に接することができないの

は厳しいので、必須業務化することで、テレビ受信機を持っていない人たちにも放送と同じも

のを同時に流してほしい 

 任意業務では、テレビをお持ちでない方に対してはＮＨＫのコンテンツが提供できない状態で

あるが、必須業務という位置付けになれば、テレビを持っているかどうかに関わらず、ＮＨＫ

のコンテンツにアクセスできるという意味で、新聞や民間放送と同様に、ＮＨＫもインターネ

ット上で多元性確保の役割を果たすことができる 

 インターネット配信領域での国際競争上の圧力と、市場の導入期であることを鑑みれば、業界

リーダーとしてＮＨＫに先行して開拓してもらうことも一種のミッションとして考えられる 

 必須業務化によりテレビを持ってない方に対しＮＨＫが新聞や民放と同じ土俵に立つ、その上

で公正な競争環境が確保されれば、多元性確保に資するとの考えに立てるかとの構成員からの

質問に対し、日本新聞協会メディア開発委員会から、その考え方は全く同じだと思うが、現状

でも補完業務で上限２００億円という、民間からしたら莫大なお金を投じて、無料でニュース

防災アプリ等を提供しているわけで、現状でも一定程度同じ土俵で多元性の確保はなされてい

ると思う。これが必須業務になることによって、そんなに予算は増えないという言い方もされ

ているが、そうなると、補完業務と必須業務でどこがどう変わって、同じ土俵の度合いがどこ

までさらに高まるのか、多元性の度合いがどこまでさらによくなるのか、はっきりしない旨回

答があった  

このような議論も踏まえ、引き続き、議論・検討を進めていきます。 
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⑩ ＮＨＫの業務、受信料、ガバナンスの「三位一体改革」は道半ばだ。ネット業務拡大を議論する

前に、まずは、貴ＷＧでこれまでのＮＨＫによる「三位一体改革」の検証をするべきではないか。

また、「経営委員会のガバナンスを含む、ＮＨＫのガバナンス改革が必要」との指摘もあったが、

どう検討するのか。 

（回答） 

 ＮＨＫについては、国民・視聴者の負担する受信料で支えられていることを踏まえ、業務・受信

料・ガバナンスの「三位一体改革」に不断に取り組むことが求められます。ＮＨＫも、５月２６日の

第８回会合において、今後とも三位一体改革について不断の取組を継続していく旨を表明していま

す。 

 インターネット活用業務を必須業務化するとした場合における経営委員会を含むガバナンスの在

り方については、これまでのワーキンググループにおいて、以下のような意見が出ています。 

 公共的な情報流通を担保し、国民の知る権利を実現すると同時に、ＮＨＫが突出して情報空間を

歪めたりしないという点でイギリスやドイツのような仕組みが非常に重要となるが、この議論

をする以上は、ＮＨＫのガバナンスの問題の議論は不可避であり、当然に経営委員会のガバナン

スの問題が極めて重要 

 ステートエイドの問題は抜きがたく、競争ルールの整備や運用について、協会内部のガバナンス

だけで事足りるということには賛同できない。必須業務化するのであれば、執行部を監督する経

営委員会の強化はマストだが、それでは足りないと思っている 

 ＮＨＫが新たな業務を実施する場合に公共性を持つのか、具体的にどこまで実現できているの

かについて、どの時点でチェックするのかを、具体的に制度設計として整理する必要がある。そ

の際、ＮＨＫ自身が公共性や適切性等についてどこまで明確な考えを持ち、具体的なファクトや

予測を立てて審査する体制を有するかどうかに依存する 

 審査主体には専門的能力と情報収集能力の確保が不可欠。仮に民間の報道機関の経営情報も収

集する可能性を考えれば、どの主体が担うのかとは別に、守秘義務を課した専門家に基礎的な分

析を委託する手続も考える必要がある 

このような意見も踏まえ、引き続き、議論・検討を進めていきます。 
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２０２３年６月２９日 

総務省「公共放送ワーキンググループ」御中 

総務省「公共放送ワーキンググループ」の議論に対する意見 

一般社団法人日本新聞協会 

メディア開発委員会

当委員会は、今般、総務省の要請を受けて同省の「第 10回公共放送ワーキンググループ

（WG）」に出席するにあたり、下記の意見を述べる。 

当委員会はこれまで NHKのインターネット業務に関して、貴WGに度々懸念や疑問を示

してきた。昨年 11月 24日は「巨額の受信料を財源に NHKがネット業務を際限なく拡大す

れば、新聞をはじめ他メディアとの公正競争が阻害され、言論の多様性やメディアの多元性

が損なわれかねない」と指摘した。今年 5 月 19日は「NHKインターネット活用業務の検討

に対する意見」を提出し、NHKのネット業務について議論する際に「不可欠な前提」として

10項目の質問を示した。6月 7日には当委員会や民放連が指摘する懸念や疑問に関して速や

かに討議し、回答するよう改めて求め、第 8 回会合で示された NHK のネット業務に関する

説明への考え方や疑問点も示した。 

当委員会が繰り返し懸念や疑問を提示しているのは、NHK のネット業務がメディアの多

元性や言論の多様性に与える影響は民主主義の維持・発展にかかわる重大な論点であり、議

論の出発点となると考えているからだ。一度棄損されたメディアの多元性や言論空間が元の

姿を取り戻すことは難しく、情報空間の健全性確保といった点にも逆行する可能性がある。

しかし、貴WGの議論ではこうした点に関する懸念が依然として払拭されたとはいえず、疑

問への明確な回答も示されない。改めて、速やかな議論と回答を求める。 

NHK が業務として認められていない衛星放送のネット配信経費を予算に盛り込んでいた

問題が判明したことも踏まえ、当委員会は NHK のガバナンスのあり方について検討を深め

ることも求めた。公表された NHK 経営委員会の議事録で経営委員会と執行部の間で責任の

所在が整理できていない大問題も露呈している。宍戸常寿構成員も「経営委員会が説明し、

三位一体改革について議論すべきだ」と発言した。貴WGは、早急に経営委を招き、ガバナ

ンスについて協議すべきである。

NHKは今般の問題を受け、外部有識者の専門委員会を設置した。7月末までに一定の方向

性をまとめる方針という。NHK のガバナンスは、ネット業務の議論の前提条件である。貴

WG には、今夏拙速に方針を取りまとめることなく、専門委の検討結果の妥当性や、それが

NHK の再発防止策にどう反映されたかを確認した上で、ネット業務に関して本格的な議論

をするよう強く望む。 

以  上 
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構成員からの質問への（一社）日本民間放送連盟による回答 

令和５年７月 

長田構成員 

・ 視聴者はテレビだけではなくネットでも放送番組を見たいと思っているし、実際に、放送番組

をネットでも見ていることは確実。こうした視聴者の「インターネットでも放送番組を見たい」と

いうニーズに対応するために、テレビを持っていない人でもインターネットでＮＨＫのコンテン

ツを見られるようにすることには、反対しないか。改めて確認したい。

（回答） 

 テレビ受像機を持たない人にも NHK のテレビ番組をインターネット経由で見られるようにす

ることについて、理解はできますが、受信料制度との整合性や財源の問題を整理しないままで

は、その是非を判断できません。このため、回答を差し控えます。

大谷構成員 

・ 「任意業務を必須業務にすると何が変わるのかがわからない」という意見について、必須業務化

とは、「テレビを持たない人であっても、テキスト情報だけでなく、ＮＨＫの放送番組がインター

ネットでも見られるようになること」を意味すると考えている。この点については、６月 30日の

第 10回会合において、民放連・新聞協会とも認識に相違がないことが確認できたと考えているが、

この点について、異論がないことを改めて確認したい。

（回答） 

同上（以下再掲） 

 テレビ受像機を持たない人にも NHK のテレビ番組をインターネット経由で見られるようにす

ることについて、理解はできますが、受信料制度との整合性や財源の問題を整理しないままで

は、その是非を判断できません。このため、回答を差し控えます。

宍戸構成員 

・ ６月 30 日の第 10 回会合において、民放連から、受信料制度との整合性について重要であるが

財源の問題をどうするか理解できていないとの回答があったが、この点については、①受信契約

締結者との関係では、必須業務化された同時配信等は、デジタル社会にふさわしいアップデート

であり、視聴者の支払う受信料の価値・効率を高めるもの、②非締結者との関係では、フリーライ

ドを排除し、受信者共同体に加入し放送制度を支えることに自らコミットした者に負担を求める

受信料制度の趣旨から見ても、受信料相当額の支払いを求めることが適当といった整理も示した

が、それでは不十分という考えか。(なお、資料 10-5(2)の 1番、8番も参照のこと)

（回答） 

 ②について、▽その受信料相当額の「支払い」の法的位置づけや名称をどうするのか（受信料

なのか、有料サービスなのか、どちらでもない第３のカテゴリーなのか）、▽公共放送を支え

る「特殊な負担金」である受信料制度の本旨に整合するのかどうかは、慎重に議論する必要が

あると考えます。
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構成員からの質問への（一社）日本新聞協会メディア開発委員会による回答 

令和５年７月 

長田構成員 

① 視聴者はテレビだけではなくネットでも放送番組を見たいと思っているし、実際に、放送番組

をネットでも見ていることは確実。こうした視聴者の「インターネットでも放送番組を見たい」と

いうニーズに対応するために、テレビを持っていない人でもインターネットでＮＨＫのコンテン

ツを見られるようにすることには、反対しないか。改めて確認したい。

（回答） 

・ 当委員会は NHKインターネット業務の必須業務化について反対します。インターネット活用業

務の必須業務化は、なし崩し的・際限のない業務拡大につながりかねないためです。まずは受

信料制度との関係、競争ルール、審査・チェック体制、NHK 全体のガバナンス体制などについ

て丁寧に議論すべきだと考えます。これらの論点は NHKの在り方に関してより根源的なテーマ

であり、議論の方向性によって業務範囲に関する考え方も変わる可能性があります。こうした

重要な論点について十分に議論しないまま、必須業務化の業務範囲だけを取り出して拙速に議

論を進めることには賛同できません。

・ 「テレビを持っていない人でもインターネットで NHKのコンテンツを見られるようにすること

に反対しないか」との質問ですが、すでにそうした人でもインターネットでかなりの量の NHK

のコンテンツを無料で見られるようになっています。例えば、ニュース番組そのものは NHKプ

ラス以外に出していなくても、番組内で取り上げているニュース自体は理解増進情報の名目で、

記事として NHK NEWS WEBや「NHKニュース防災」アプリ上で、無料で配信しています。「政治

マガジン」などオリジナルコンテンツも展開しています。当委員会はこうした事例を基に、デ

ジタルサービスでの有料会員や広告収入獲得を目指す新聞・通信社と公正な競争になっていな

いこと、業務がなし崩し的に拡大していることを繰り返し指摘し、受信料を支払っていなくて

も「フリーライド」できることをどう考えるのか、を問うてきました。これらの事業が新聞社

には到底投下できない 200 億円規模の巨額の予算で、収支を気にせず運営されています。した

がって、「見られるようにする」か否かが問題ではなく、すでに「見られるようになっている」

現状の問題点についてしっかりと議論してほしい、というのが私たちの問題意識です。アンフ

ェアな競争に直面する私たちの懸念が全く払拭されていない以上、質問へのお答えは「反対し

ます」となります。

・ 受信料制度との関係も重要な論点です。6 月 30 日に NHK が総務省の公共放送ワーキンググル

ープに提示した資料では、必須業務の基本とされる「報道サイト」について、「様々なデバイ

ス・認証等なしで閲覧可能」と明記しました。これはフリーライドの問題を解消しないまま、

ニュースを無料で提供し続けるという趣旨だとしか理解できず、私たちが示し続けてきた懸念

に全く応えていない、と考えています。現状のように巨大な規模で NHKが無料のニュースコン

テンツを流し続ける状況が続けば、「受信料を払わず、ネットで無料コンテンツを見た方がよ

い」という視聴者が増えることにはならないでしょうか。

・ 新聞・通信社は民間企業として事業を展開する以上、収支を勘案して事業を展開することは欠

かせません。購読料や広告料で収入を得た上で、コストなども勘案して可能な範囲でサービス

を展開しています。ネット上で無料で見られるニュースも、広告収入を得て成り立っています。

現在、新聞・通信社はデジタル事業に注力し、ここ数年、多くの地方紙でもサブスクリプショ

ンサービスが始まりました。巨額の予算をもとに、収支を勘案せず、無料で記事を提供し続け

ることができる NHK の存在感は既に強大であることを改めて認識していただきたいと考えま

参考-228



2 

 

す。全国の新聞・通信社が懸命に努力をしているときに、受信料という巨大かつ圧倒的に有利

な財政基盤を持つ NHK の業務をネットの市場で拡大させることの影響をどのように考えるの

か、その疑問に答えてほしいと考えています。また、これまでの理解増進情報が市場に与えて

きた影響をどのように考えるのか、検討をしてほしいと考えています。 

 

② 先日の質疑で、新聞協会から「同時配信の必須業務化に反対ではない。ただ、国民が見たいと思

っているものを出さなければいけないのは新聞も同じ。ＮＨＫに 200 億円もの資金で参入される

と多様性・多元性が損なわれる」との回答があった。 

ＮＨＫも民放も新聞も、テレビ、紙面、インターネットのそれぞれで、視聴者が見たいコンテン

ツを一生懸命競い合って作ってほしいし、それが視聴者の一番望むことである。 

なので、新聞協会の回答は、必須業務化自体が問題なのではなく、ＮＨＫが肥大化しないように

チェックしながら、「国民が見たいコンテンツ」で勝負していきたいという趣旨に受け取ったが、

そのような考えでよいか。 

 

（回答） 

・ 私たちは必須業務化自体が問題だと考えています。 

・ 「視聴者が見たいコンテンツを一生懸命競い合って作ってほしいし、それが視聴者の望むこと

である」というのはその通りだと考えます。新聞・通信社は国民・視聴者やユーザーの支持を

得られるよう、さまざまなメディアと競争しながら報道・事業活動に取り組んでいます。しか

し、私たちが問題視しているのは、NHK とは「公正」な競争が成り立つのかという点です。受

信料という強固な財源を持つ NHKと、収支を勘案しながら事業展開する民間メディアでは、財

政基盤が全く異なります。インターネットの世界では様々な民間メディアが読者・視聴者や広

告収入を巡り激しい競争をしています。そこで、NHK という取材網も人員も圧倒的に巨大で、

かつ他メディアとは全く異なる収入構造を持つ主体が「必須業務化」の名の下に業務を拡大す

れば、アンフェアな競争で退場を余儀なくされるメディアが生まれ、メディアの多元性や言論

の多様性が損なわれかねません。 

・ それは多様な情報を享受できなくなるという意味で、国民・消費者の真の利益に反する結果に

なるのではないでしょうか。私たちはこうした懸念を繰り返し指摘してきましたが、依然とし

て払拭されていません。したがって、必須業務化自体が問題だと考えているというのが私たち

の回答です。 

・ 「NHKが肥大化しないようにチェックしながら」とのご指摘もありますが、具体的にはどのよ

うな枠組みでチェックしていくのでしょうか。WGの議論では、NHK内部のみのチェックでは不

十分との声もありました。これまで NHKは、理解増進情報の名目でなし崩し的な業務拡大を行

い、民間メディアは不公平、不利な競争を強いられてきたと考えています。真に有効な枠組み

を見出さないまま先に必須業務化の方向を打ち出すのは政府の検討機関として無責任な姿勢

だと言わざるをえません。 

 

③ また、新聞協会からは、「ＷＧからの回答がない」ことや「ガバナンスの問題」を理由に「夏に

取りまとめを見送るべき」との意見が出されている。 

しかし、国民からすれば、インターネットがこれだけ当たり前になって、テレビがなくてもイン

ターネットで民放や新聞のコンテンツはすでに見られるのに、ＮＨＫのニュースやドキュメンタ

リーを見るのをどうして早くできるようにしないのかという素朴な疑問がある。 

ガバナンスの問題はしっかりやってもらうべきだが、それは前回の会合でもしっかりやると総
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務省が答えていたし、視聴者からすれば、一刻も早く結論を出すべきだし、それがＷＧとしてのき

ちんとした回答にもなると思うが、それでも新聞協会は見送るべきとの考えか。いつだったらい

いのか。 

 

（回答） 

・ 理解増進情報の野放図な拡大や公正競争の確保、受信料制度との関係、ガバナンスはいずれも

真の視聴者利益を保つために極めて重要な論点です。これらについて WG が具体的な結論を持

たないまま必須業務化のみ先行して方向性を打ち出すのは、国民・視聴者をないがしろにした

議論だと考えます。したがって、私たちは WG の議論の現状を踏まえれば、今夏のとりまとめ

は見送るべきだと考えます。 

・ NHKが受信料を財源にしている以上、民間企業との公正な競争を考えるためには慎重な検討が

欠かせません。これまでの会合でも、「国家補助」事業の拡張は民間企業との競争を歪めかね

ない、との指摘もありました。NHK がインターネットでの業務を拡大した結果、民間企業の経

営が成り立たなくなってしまえば、視聴者・国民は確かで多様な情報が得られなくなってしま

います。長期的に考えれば、真の視聴者利益をむしろ損なう、といった点が私たちの懸念です。

こうした疑問を解消するような検討を行うとともに、国民にとってわかりやすい形で議論して

ほしいと考えています。 

・ また、「総務省がしっかりガバナンスをやる」といっても、それが実効的に機能するかは別の

問題です。衛星放送の予算問題でガバナンスの問題がより明確になったように、極めて重要な

課題であり、WGが具体的なガバナンス強化策について方向性を示さず、取りまとめを優先する

ことには危惧を覚えています。 

・ 繰り返しになりますが、現状の理解増進情報のなし崩し的な拡大に鑑みれば、ガバナンスは重

要な論点の一つだと考えています。これまで私たちが強い懸念を示してきた理解増進情報をど

う評価するのか、受信料制度との整合性をどうとるのか。こうした点に納得できる回答が得ら

れない限り、私たちの懸念は払拭されないと考えています。その点を置き去りにして、「一刻

も早く結論を出すべきだ」というのが WGの回答であれば到底賛成できません。 

 

大谷構成員 

① 「任意業務を必須業務にすると何が変わるのかがわからない」という意見について、必須業務化

とは、「テレビを持たない人であっても、テキスト情報だけでなく、ＮＨＫの放送番組がインター

ネットでも見られるようになること」を意味すると考えている。 

この点については、６月 30 日の第 10 回会合において、民放連・新聞協会とも認識に相違がな

いことが確認できたと考えているが、この点について、異論がないことを改めて確認したい。 

 

② 放送においては、ＮＨＫと民放の二元体制で「丁寧な取材に裏打ちされ信頼性を高める努力を

払った情報（信頼できるコンテンツ）」を放送番組により提供している。しかし、ＮＨＫのインタ

ーネット活用業務が任意業務である現状においては、テレビを持たない人からすれば、インター

ネット上では、この二元体制が実現できていない（テキストは見られるが放送番組は見られない）

ことになる。 

松本大臣が６月 19日のタスクフォースでもおっしゃっていたように、インターネットには多種

多様な情報が流れているからこそ、必須業務化することで、現在、テレビで実現している二元体制

をインターネットでも実現することが重要と考えている。 

このように、必須業務化によりＮＨＫの放送番組がテレビを持っていない人にも提供されるこ
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とで、インターネットを含めた情報空間全体で二元体制が確保され、このことが新聞等のメディ

アの提供する情報とも相俟って情報空間の健全性の確保につながり、伝送路を問わず、「信頼でき

るコンテンツ」に触れる機会をより充実させることは視聴者にとって必要と思われるが、この点

についても反対なのか。 

 

（回答） 

・ 当委員会は NHKインターネット業務の必須業務化について反対します。インターネット活用業

務の必須業務化は、なし崩し的・際限のない業務拡大につながりかねないためです。受信料制

度との関係、競争ルール、審査・チェック体制、NHK全体のガバナンス体制など NHK の在り方

に関するより根源的な論点について十分に議論がなされておらず、放送番組の配信という個別

の業務範囲についてまだ判断できる段階にないと考えています。 

・ 「必須業務化とは、テレビを持たない人であっても、テキスト情報だけでなく、NHKの放送番

組がインターネットでも見られるようになること」とのご説明ですが、すでにそうした人でも

インターネットでかなりの量の NHKのコンテンツを無料で見られるようになっています。 

・ ご質問の「テキスト情報だけでなく」という記述について強い違和感があります。現状の「理

解増進情報」については公正競争の観点から懸念があり、また、フリーライドの問題も存在し

ています。当委員会は、テレビを持たない人であっても、すでに無料のテキスト情報を大量に

見ることができていることは問題だと捉えています。ご質問は、現状の業務範囲を追認してい

るように読め、当委員会は認識が異なります。必須業務化によって、有料になるのか無料にな

るのか、料金体系はどうなるのかといった点は、民間メディアにとって極めて関心の高い事項

ですが、まだ明確な回答が得られていません。 

・ WGでは当初、必須業務化の目的について、「現状の情報空間がフェイクニュースやアテンショ

ンエコノミーなどの課題を抱えており、その解決のために公共放送がネット空間に出るべき」

という趣旨の文言を示していました。しかし、「テレビを持たない人であっても、NHKの放送番

組がインターネットでも見られるようになること」が検討の目的に変わったのでしょうか。フ

ェイクニュースやアテンションエコノミーの問題解決にどれだけ NHK のネット必須業務化が

有効なのか、WGとして分析した結果を示していただきたいと思います。 

・ ご質問（２）にある視聴者にとって「信頼できるコンテンツ」に触れる機会を充実させること

は重要ですが、新聞等はこうした情報を既に提供しています。そうした中で、受信料を原資に

した NHK のインターネット業務をさらに拡大させることが民間メディアに与える影響を懸念

しています。民間企業の経営が成り立たなくなってしまえば、視聴者・国民は確かで多様な情

報が得られなくなってしまいます。長期的に考えれば、真の視聴者利益をむしろ損ないかねな

い、というのが私たちの懸念です。 

・ NHKが提出した資料では、必須業務化した後に新たなサービスなどを始める際には欧州の仕組

みにのっとって事前に評価、審査を受けるという趣旨の記載がありますが、この仕組みではま

さに「公共性」と「民間の市場への悪影響」を天秤にかけて評価、審査するということになっ

ています。そしてそのためのデータや資料はサービスを提供する側（NHK 側）が提供すること

になっています。まずは現状の問題について、このプロセスで評価してみてはいかがでしょう

か。そうした現状評価もなしに必須業務化を打ち出すのはあまりに性急だと考えます。 

・ また、かねて指摘してきたとおり、放送制度の原則である二元体制をインターネット空間に持

ち出すことは不適切だと考えています。インターネット空間は放送事業者だけでなく、新聞・

通信社や情報の流通に携わるプラットフォーム事業者を含め多様な主体によって構成されて

いるためです。こうした考え方に基づき、NHK のインターネット業務が際限なく拡大すること

を強く危惧しています。 
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２０２３年７月２４日 

総務省「公共放送ワーキンググループ」御中 

NHKインターネット業務の「必須業務化」に対する意見 

一般社団法人日本新聞協会 

メディア開発委員会

当委員会は、総務省「公共放送ワーキンググループ（WG）」で議論されているNHKのイ

ンターネット業務の必須業務化に対して、あらためて反対する。現状、ネット業務は放送の

「補完」であるにもかかわらず、なし崩し的な業務拡大が行われてきた。必須業務化によっ

て際限なく拡大する恐れがあり、メディアの多元性や言論の多様性の観点から懸念を繰り返

し指摘してきたが、こうした懸念は依然拭えない。全国の地方新聞社からも「現状の業務で

もすでに脅威であり、予算規模を考えると太刀打ちできない。これ以上拡大すれば事業が立

ち行かず、地方から言論の多様性が失われかねない」といった危惧の声が寄せられている。 

NHK が今後のネット業務に対する具体的な希望を示したのはわずか 2 か月前のことであ

り、前回の会合で補足の説明もあったが、サービスの具体像や料金体系など依然不明瞭な点

は多い。業務範囲だけでなく、受信料制度との関係、競争ルール、審査・チェック体制、NHK

全体のガバナンス体制などの重要な論点についての議論が尽くされていない。これらの論点

は NHK の在り方に関してより根源的なテーマであり、議論の方向性によって業務範囲に関

する考え方が変わる可能性がある。こうした重要な論点について十分に議論せず、必須業務

化の業務範囲だけを取り出して拙速に議論を進めることには賛同できない。また、公正な競

争を実現するために有効な枠組みを見出さないまま先に必須業務化の方向を打ち出すのは、

無責任な姿勢と言わざるを得ない。この夏に拙速に方針をとりまとめることなく、議論を深

めてほしい。 

6 月 30 日の WG 第 10 回会合では、当委員会が 5 月 19 日に示した質問への「回答」が示

された。しかし、過去の意見の紹介にとどまっており、質問に対する正面からの回答とは言

えない。不十分な点が多く疑念や懸念が払拭されていないため、さらに議論を重ね回答を求

める。WG での議論が尽くされないと回答できないという説明だったが、議論の大前提であ

る本来業務化の目的や理由について明確な考えが示されなかった点は疑問だ。当初示してい

た「情報空間の健全性確保」についても、構成員から「弊害を直接是正する効果は限定的」

などの指摘もあった。必須業務化について議論しているにもかかわらず、なぜそれが必要な

のかという根幹の部分が揺らいでいるのではないか。 

業務として認められていない衛星放送のネット配信経費を予算に盛り込んでいた問題で明

らかになったように、ガバナンスは重要な論点だ。しかし、具体的なガバナンス強化策につ

いて方向性を示さず、取りまとめを優先することには危惧を覚える。6 月 2 日に公開された

5 月 16 日の NHK 経営委員会の議事録では「執行の定義」「監督のあり方」などガバナンス

の根幹にかかわる重要な論点について経営委と執行部の認識がまったく異なり、再発防止策
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の取りまとめについても双方が押し付け合っているようなやりとりが露呈した。これまで

NHKが「三位一体改革は進んでいる」と言ってきたことが根底から覆され、ガバナンス不全

に陥っていた実態が明らかになった。こうした問題を改善するためには、NHKの経営委と執

行部を含めたNHK全体のガバナンス改善策を構築することが不可欠であるにもかかわらず、

この問題の再発防止策では執行部が外部による専門委員会を設置した形になっている。執行

部を監督する立場である経営委員会のガバナンス改革も不可欠であり、そうした全体の改革

が進まないうちに、ネット配信の必須業務化を前提とする議論を拙速に進めることには到底

賛同できない。 

 

第 10 回会合では NHK からこれまでの説明の補足があったが、とりわけ必須業務の「基

本」に「報道サイト」を位置付けることは不適切だと考える。「『放送』と同一の情報内容」と

説明しているが、定義があいまいだ。理解増進情報と同様、その範囲が際限なく拡大するこ

とになりかねない。現状の「NHK NEWS WEB」は、放送内容を再構成するなどして、コン

テンツの内容が放送番組と必ずしも同一とは言えない。仮に同一の情報内容であっても、さ

まざまな機能を加え提供されている。コンテンツが放送と同一の情報内容であれば、無制限

でネット展開できるとの考え方は疑問だ。また、「様々なデバイス・認証等なしで閲覧可能」

と明記しているが、いわゆる「フリーライド」の問題を解消しないまま、ニュースを無料で

提供し続けるという趣旨だとしか理解できず、当委員会がこれまで示し続けてきた懸念に全

く応えていない。必須業務化によって、有料になるのか無料になるのか、料金体系はどうな

るのか、といったユーザーにとって極めて重要な点も明確に示されていない。 

また、理解増進情報を「再整理」するとし、その方向性について「放送への“誘引”効果を

高めるようなサービスについては、今の形のまま残ることはない」「“純化”されていく」な

どと説明している。しかし、理解増進情報の問題は番組への誘引を高めるようなサービスで

はなく、オリジナルコンテンツを展開するなどなし崩し的にサービスが拡大してきたことだ。

WG は既存の理解増進情報がどう整理されるのか詳細な説明を NHK に求めるとともに、こ

れまでの業務展開が市場に与えてきた影響について検討すべきだ。 

 

前回会合では、構成員から「国民やユーザー視点が重要だ」との指摘も寄せられた。極め

て重要な指摘で、新聞・通信社は国民・視聴者やユーザーの支持を得られるよう、さまざま

なメディアと競争しながら報道・事業活動に取り組んでいる。しかし、NHKと新聞・通信社

では公正な競争は極めて困難であり、メディアの多元性や言論の多様性が損なわれかねない。

長期的に見れば多様な情報を享受できなくなるという意味で、国民や消費者の真の利益に反

する結果になるのではないか。これまでの会合で、「国家補助」事業の拡張は民間企業との競

争を歪めかねない、との指摘もあり、多くの構成員から事前ルールの必要性を指摘する声が

あった。一度棄損されたメディアの多元性や言論空間が元の姿を取り戻すのは難しいという

ことが構成員の間でも理解されているものと考える。だからこそ、前回会合で一部の構成員

から「まずは踏み出せばよい」といった意見が出たことは極めて残念だ。引き続き、メディ

アの多元性や言論の多様性に配慮した検討を求めたい。 

以  上 
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2023年８月 
（一社）日本民間放送連盟 

放送の多元性確保に向けたご提案 

【ＮＨＫのインターネット活用業務】 
・ ＮＨＫが、テレビ放送で果たしている公共的役割を、インターネットでも果たしたいとするな
らば、「放送と同じものをネットに出す」ことが原則だと考えます。

・ ＮＨＫのインターネット活用業務に関しては、新聞協会や民放連など幅広い利害関係者が参画
した競争評価会議を新設し、「必須業務」「任意業務」の全般について、その是非を十分に議論する
ことが必要です。

・ 利害関係者間の議論をすみやかに開始し、その検討結果を法改正や今後の運用に反映すること
が重要ですので、競争評価に関する準備組織を早期に設置していただきたいと考えます。

【受信契約者と非契約者の公平性担保】 
・ ＮＨＫの「報道サイト」や「ニュース・防災アプリ」は現在、無料・無認証で閲覧・利用できま
すが、受信契約者と非契約者の公平性担保（フリーライド防止）や民間事業者との公正競争確保の
観点から、原則として受信契約に紐づいた認証を必須とすべきです。

・ 例外として無料・無認証で提供する情報は、災害関連（放送法108条）、国民保護関係（国民保
護法50条ほか）など法律に基づく義務的分野に限るものと考えます。

【放送法へのＮＨＫの新しい責務の明記】 
次の２件を放送法に明記することを提案します。 

①公正競争確保に関する責務
・ ＮＨＫがインターネット活用業務を行うにあたり、メディアの多元性・多様性が損なわれるこ
とになれば、国民にとって不利益が生じます。

・ 仮に、インターネット活用業務をＮＨＫの必須業務に加えるのであれば、放送法においてＮＨ
Ｋの公正競争確保の義務を定め、さまざまな担保措置の法的根拠とすることが必要と考えます。 

②放送ネットワークインフラの維持に関する責務
・ ＮＨＫと民放の共同利用型モデルの実現は喫緊の課題ですが、放送法上の明確な裏付けがな
いままでは、暗礁に乗り上げるのではないかと危惧します。このため、放送法20条第１項（ＮＨ
Ｋの必須業務）に、放送ネットワークインフラの維持に関する責務を明記する法改正を行って
いただきたいと考えます。

・ ＮＨＫには特殊な「負担金」である受信料を財源として、全国津々浦々まで恒久的に放送を届
け続けるための役割、すなわち民放も含めた放送ネットワーク全体を維持するための役割を果
たしてもらいたいと考えます。

・ 特にローカル局の過重な負担になっている「小規模中継局」「ミニサテ」の維持・運用につい
ては、ＮＨＫ、民放の区別なく「あまねく受信」に関するＮＨＫの措置義務の一環と位置づけ、
ＮＨＫが相応の役割を継続的に担う必要があると考えます。

以 上 
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２０２３年８月１０日 

総務省「公共放送ワーキンググループ」御中 

総務省「公共放送ワーキンググループ」の検討に対する意見 

一般社団法人日本新聞協会 

メディア開発委員会

当委員会は、総務省「公共放送ワーキンググループ（WG）」で検討されている NHK の

インターネット業務の必須業務化について改めて反対する。放送のために受け取った受信

料を大規模にネットの無料コンテンツに使ってきた現行の「理解増進情報」と同様に、な

し崩し的な業務の拡大を招くことを強く懸念している。 

まず、理解増進情報について改めて問題点を指摘したい。理解増進情報は受信料を財源

としており、かつ「無料」で展開されている。ネットでも放送と同じ内容か、あるいはそ

れ以上のコンテンツが無料で見られる現状は、「受信料を払ってテレビで視聴するのは損

だ」と視聴者に感じさせているのではないか。NHK 自身が、受信料を払う人との間で「不

公平感が存在している」「タダ乗り」「フリーライド」などの課題があると述べている。そ

の問題についてなぜ議論を尽くさないのか。まず受信料制度と現状の理解増進情報の矛盾

についてＮＨＫの考え方をただし、整合性がとれるよう見直すべきではないか。 

当委員会の新聞・通信社は全て民間企業である。受信料のような収入はなく、全ての業

務は厳格にコストを考慮して実施している。本業である報道・ニュース配信に関しても、

本質的な意味で「無料」はあり得ない。ユーザーがネットで無料で閲覧できる情報も、提

供する側は広告収入を得ていたり、購読への誘引戦略があったりする。対価を得ず収支を

意識せずに済む理解増進情報とは、とてもフェアな競争はできない。この機に地方紙から

も改めて意見を聞いたが、「理解増進情報はやめるべきだ」という声が相次いだ。当委員

会は必須業務化の議論の前提として理解増進情報の問題を WG でも真摯に取りあげてほ

しいと考え、「NHK は無料のテキスト（文字ニュース）業務から完全に撤退すべき」と主

張する。 

次に、必須業務化について意見を申し上げたい。必須業務化の目的は何か。WG 事務局

が作成した資料では「テレビを持たない人が NHK のコンテンツに触れるようにする」と

の意見が多く提示されている。しかし、これまで述べた通り、ネットでは既に「ニュース・

防災」アプリや「NHK NEWS WEB」などで大規模かつ無料の NHK コンテンツに触れ

ることができる。地方紙を含め多くの新聞社が「アンフェアな競争だ」と主張するほどの

規模だ。「いまはネットで見ることができないから、必須業務化で見られるようにすべき」

と受け取れる表現をあえて打ち出す狙いはどこにあるのか。当委員会は「必須業務化の真
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の目的は何か。必須業務化しなければできないことは何か」と繰り返しＷＧに質問・意見

を提出してきたが、いまだにこの根幹部分に明確な回答はない。理解増進情報の総括をせ

ず、あたかも現状では取り組めないから新たにネット業務をするかのような論理はとても

受け入れられない。「現状でも理解増進情報として、NHK はネットでコンテンツを無料で

提供している。だが、新たにしなければならない業務があるため、必須業務化をすべきだ」

という論理を明示するのが筋ではないだろうか。 

 

 前回 WG では、インターネット活用業務の利用者に対して費用負担を求めることが必

須業務化の前提として議論された。国民の立場からすれば、この点の方がはるかに関心が

高いのではないか。「ネットで見られるようにする」は現状でも実施している一方、「費用

負担を求める」は現状では実施していない新たなテーマだ。WG の議論を見る限り、スマ

ートフォンを所有すればすぐに受信料支払いの対象になるわけではないことはわかるが、

ネットで視聴する人に費用負担を求める「ネット受信料」の導入こそが、必須業務化の「真

の狙い」ではないかとの疑念も生じてくる。当委員会はこれまでも、必須業務化を議論す

るのであれば、受信料制度の在り方も根本から検討するべきだ、と主張してきた。現状の

受信料制度を維持した上で、ネットでの費用負担を国民に求める「ネット受信料」を導入

しようとするのであれば、国民の理解を得られるよう丁寧な議論をすべきではないか。受

信料制度の拡大に強い懸念を抱く。「放送」のための受信料と、「ネット」のための負担を

受け取るのは同じ NHK だ。NHK の在り方とともに受信料制度を根本から検討し、明確

に必須業務化の政策目的を示した上で議論をするべきである。 

 

WG の資料では「二元体制」について繰り返し言及されているが、新聞・通信社や多様

な事業者が存在するネット空間に NHK が進出する影響は大きい。地方紙からは「有料の

デジタル会員制のサービスにシフトしつつあるが、経営安定の柱となるまでにはまだ時間

がかかる。必須業務化によって無料配信が際限なく拡大すれば、地方紙のデジタル収入へ

の影響は甚大である」「コスト度外視のコンテンツ制作と広告の全くないネット情報の発

信は NHK に絶対的優位がある」など強い懸念の声が出ている。NHK がインターネット

という伝送路にニュースを配信する以上、本質的には民間報道機関への影響は避けられず、

必須業務化は放送政策にとどまらない影響がある。一度毀損
き そ ん

されたメディアの多元性や言

論空間が元の姿を取り戻すのは難しく、WG は早急に結論を急ぐべきでないと考える。 

 

以  上 
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２０２３年８月２９日 

総務省「公共放送ワーキンググループ」御中 

議論の取りまとめに対する意見 

一般社団法人日本新聞協会 

メディア開発委員会

当委員会はこれまで、NHKのインターネット業務について、業務範囲や受信料制度、ガバ

ナンスなども含めNHKの在り方を根本から議論するよう求め、「必須業務化」について反対

してきた。前回の会合ではネット業務の一部について「本来業務化」する方向性が構成員の

間で一致し、議論の取りまとめを進めることとなった。検討すべき課題が山積し、当委員会

の懸念が解消されない中で取りまとめられるならば、賛成できず、遺憾だ。 

当委員会が積み残しの課題となっていると考える点を以下に示す。 

・必須業務化の政策目的を明確にすべきだ。複数の構成員から「テレビを持たない人がNHK

のコンテンツに触れられるようにする」などの説明があったが、必須業務化しなくても可

能だと考える。必須業務化しなければできないことについて明確に示すべきだ。 

・「理解増進情報」の問題について、WGとして総括すべきだ。公正な競争が成り立たないだ

けでなく、受信料制度との整合性の観点からも問題がある。NHKに必要なデータの提供を

求めるなどして、制度の運用や競争への影響について検証すべきだ。 

・放送番組以外のネット業務の範囲を、際限ない業務拡大につながらないよう厳格に定義す

べきだ。前回の会合では放送番組以外のネット業務の範囲について、「定性的に法定する」

方向で構成員の意見が一致した。しかし、理解増進情報の「放送番組に対する理解の増進

に資する情報」というあいまいな定義がなし崩し的な業務拡大につながってきたことを踏

まえると、厳格なルールが必要だ。

・必須業務化を議論するのであれば、受信料制度の在り方も根本から検討するべきだ。現状

の受信料制度を維持した上でそれを拡大し、ネットでの費用負担を新たに求めることには

懸念や疑念を感じる。

・NHKのガバナンスをどのように確保していくか、明確に考えを示すべきだ。その必要性は

BSネット配信予算問題を見れば明らかであり、NHKの再発防止策について、WGは妥当

性や運用を検証すべきだ。また、執行部と経営委員会との責任の所在の整理も含め、抜本

的なガバナンス確保の在り方についても検討を深めるべきだ。 

これらの課題には、メディアの多元性や言論の多様性から極めて重要な論点も含まれてい

る。WGとして議論を深めた上、取りまとめることを求める。 

以  上 
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